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第１章 一 般 事 項 

 

１−１ 目的 

この手引きは､静岡県交通基盤部及び経済産業部が施工する土木工事及び農林土木工事（以下「土木工事等」という)

の現場での事務手続等について統一的な運用を図り､現場実務の合理的な運営を確保することを目的とする｡ 

 

１−２ 適用範囲 

この手引きは､土木工事等の現場実務に適用し､その範囲は次のとおりである｡ 

 

 

 

 

 

 

なお､特殊な工事等で､これによりがたい場合は別途考慮するものとする｡ 

 

１−３ 用語 

この手引きで使用される専門的な用語及び略語は下記に示す｡ 

用 語 略 語 備 考 

静岡県建設工事執行規則 執行規則 
規 則 等 の 「 請 負 者 」 は

「受注者」と読み替える 

静岡県建設工事請負契約約款 契約約款  

静岡県建設工事監督要領 監督要領  

静岡県建設工事監督要領の運用 別表１（監督の

体制） 
監督体制  

静岡県建設工事執行規則、静岡県建設工事監督

要領 別記「監督員の業務」、静岡県建設工事監

督要領の運用に基づく監督業務 

監督業務  

土木工事監督技術基準 

農林土木工事監督技術基準 
監督基準  

静岡県建設工事検査要領 検査要領  

静岡県建設工事検査要領の本庁検査・主管事務

所検査の対象 
検査体制  

土木工事検査技術基準 

農林土木工事検査技術基準 
検査基準  

静岡県建設工事成績評定要領 成績要領  

契約書､契約約款､設計図書 契約図書  

設計書及び図面､仕様書､現場説明書(現場説明

書に対する質問回答書を含む｡) 
設計図書  

土木工事共通仕様書 

農林土木工事共通仕様書 
仕様書 

略号(共仕) 

略号（農共仕） 

 

 

 

入 札 契 約 施 工 引 渡 完 成 検 査 

現 場 実 務 
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１−４ 工事の施工 

土木工事の施工は､契約担当者(知事又はかい長)と受注者との双務契約に基づき実施される｡その実施形態について

は､次のとおり行われている｡ 

（１） 施工手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２） 施工体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３） 監督 

請負契約に基づく工事において､契約の適正な履行を確保するため監督業務を行う｡ 

ア 監督に係る諸規定   

 

 

 

 

 

  

(

進
行
管
理) 

事
業
の
執
行
計
画 

事

業

設

計 

業

者

選

定 

等 

発

注

広

告 

入

札 

請

負

契

約 

完

成

検

査 
引

渡 

か

し

担

保 

変

更

資

料

提

出 

変

更

設

計 
変

更

指

示

又

は 
変

更

契

約 

中

間

検

査 

施 工 

国庫補助事業は必要に応じ 

変更交付申請 

国庫補助事業は､補助金交付申請 
 

発 注 者 監 督 員 

請 負 契 約 

受 注 者 現 場 代 理 人 等 

総 括 監 督 員 
主 任 監 督 員 
担 当 監 督 員 

現 場 代 理 人 
主 任 技 術 者 
監 理 技 術 者 
専 門 技 術 者 

工

事

現

場 

工事の運営、管理 

工事の監督 

権
限
の
行
使 

契
約
の
履
行
に
関
し 

選定 

選定 

通知 

執行規則第 21 条 
監 督 員 監 督 要 領 監 督 業 務 

監 督 体 制 

監 督 基 準 

(

事
業
箇
所
表) 

事
業
の
執
行
命
令 

完

成

検

査 

施 工 
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イ 監督体制 

（ア）土木事務所等 

工 事 発 注 

か い 名 

区 分 契約担当者等 
監 督 員 

総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

土木事務所 

 
 

特設事務所 

土木工事 

  

技監 

技監兼支所長 

技術課長 

班長級相当職 

 

班長級相当職 

 

副班長級相当職 

 

 

副班長級相当職 

 

主 任 

 

技 師 

 事務所長  

  

 

次長(事務) 

総務課長 

建設業班 
 

 

 

 

   （イ）農林事務所 

工 事 発 注 

か い 名 

区 分 契約担当者等 
監 督 員 

総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

農林事務所 農林土木工事 

  

技監兼支所長・

課長 

技術課長 

班長級相当職 

 

班長級相当職 

 

副班長級相当職 

 

 

副班長級相当職 

 

主 任 

 

技 師 

 事務所長  

  

 

次長(事務) 

部長、部技監（技術） 

総務課長 

総務班 

 

 

 

注１） 特設事務所は土木事務所に準ずるものとする｡ 

 ２) 小額工事（当初契約額500万円未満）は２名体制（総括兼主任監督員＋担当監督員）とすることが 

できる。 

２) 総括監督員は主任監督員を兼ねることができる。 

３) 主任監督員は､担当監督員を兼ねることができる｡ 

 

ウ 監督業務 

執行規則に基づく監督業務｡ 

項 目 契約担当者 

監 督 員 の 業 務 

受 注 者 備 考 

総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

業 務 内 容 契約担当者と

は､知事及び知

事の委任を受け

て､請負契約の

締結を行うかい

長をいう｡ 

総括監督員

は､主任監督員

及び担当監督員

の指揮監督と､

監督業務を処理

する｡ 

主任監督員

は､総括監督員

の補佐並びに､

担当監督員の指

揮監督と監督業

務を処理する｡ 

担当監督員

は､一般的監督

業務を処理す

る｡ 

受注者とは､建

設工事の完成を

請負った者をい

う｡ 
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執行規則に基づく監督業務は､次の表の条項欄に○印を付したところが該当する｡ 

条 項 
執行規則条文の見出 

監 督 業 務 

執行規則 契約約款 総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

○21  ９ 監督員 

総括監督員は､
主任監督員の報
告に対し､明らか
に判断のつくも
のは指示し､その
他については契
約担当者に報告
するものとする｡ 

主任監督員は､担
当監督員から報告
を受けた時は､明
らかに判断のつく
ものは指示し､その
他について総括監
督員に報告するも
のとする｡ 

担当監督員は
監督を行うに
必要な､諸基準
により明らかに
判断のつくもの
は､受注者に対
し指示､承諾､
又は協議を行
うものとし､その
他については､
主任監督員に
報告するものと
する｡ 

１ − 趣旨 
   

２ − 用語の定義 
   

３ − 建設工事の執行方法 
   

４ − 直営とする場合    

５ − 請負者の資格要件    

６ − 建設工事の見積り期間    

７ − 設計付入札    

８ − 入札書及び見積書(様式１､２号)    

○9  ２ 関連建設工事の調整 報告 調整､報告 報告 

10 − 通則    

11 − 請負契約の締結(様式３､４､５､６号)    

12 ４ 契約の保証    

13 ５ 権利義務の譲渡等(様式７号)    

○14  ６ 一括委任又は一括下請けの禁止    

○15  ７ 下請負人の通知(様式８号) 通知請求､報告 調査､指示、報告 報告 

○16  ８ 特許権等の使用 報告 報告 報告 

17 − 
共同企業体に係る請負契約に基づく
行為の特則 

   

○18  − 自主施工の原則   報告 

○19  − 建設工事の着手  指示 報告 

○20  ３ 

工程表､工事工程月報及び請負代金
内訳書(様式９､10号) 
 

工程表 
工程月報 

   

決裁 報告 審査､報告 

 指示､受理 指示 

○21  ９ 監督員 指揮､業務 補佐､指揮､業務 業務 

｛ 
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条 項 
執行規則条文の見出 

監 督 業 務 

執行規則 契約約款 総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

○22  10 
主任技術者､現場代理人等 

(様式11号) 
決裁 報告 報告 

22の2 11 履行報告    

○23  12 工事関係者に関する措置要求 措置要求 調査報告 報告 

○24  13 工事材料の品質､検査等(様式13)  検査､検印 検査､検印 

○25  14 監督員の立会い､見本等の整備等  立会､報告 立会､決裁 

○26  15 支給材料及び貸与品 報告 審査報告 報告 

26の2 23 工期等の変更及び費用の負担    

26の3 16 工事用地等の確保    

○27  17 
設計図書不適合の場合の改造義務､
破壊検査等 

命令､報告 
調査報告､確認報
告 

報告 

○28  18 条件変更等 指示､報告 指示､報告 指示､報告 

○29  19 設計図書の変更 指示､報告 調査報告 報告 

29の2 20 工事の中止 指示､報告 調査報告 報告 

○30  21 
請負者による工期の延長の請求 

(様式14､15号) 
審査進達 審査報告 審査報告 

○31  22 
契約担当者による工期の短縮の請求

等 
報告 報告 報告 

32 25 
賃金又は物価の変動に基づく請負代

金額の変更 
   

○33  26 臨機の措置 指示､報告 指示､報告 報告 

○34  27 一般的損害 審査報告 審査報告 審査報告 

○35  28 第三者に及ぼした損害等 
(事前調査を行う) 

指示､報告 指示､報告 指示､報告 

○36  29 不可抗力による損害 報告 調査報告 調査報告 

37 30 
請負代金額の増額等に代えて行う設

計図書の変更 
  (設計変更) 

38 − 検査を行う職員    

○39  31 検査及び引渡し(様式16､17号) 進達 審査報告 調査､報告 

40 32 請負代金の支払    

○41  33 部分使用 審査報告 報告  

42 34 前金払    

43 − 前払金等の変更  

44 36 前払金の使用    

○45  37 部分払(様式18､19号) 確認､進達 審査 調書作成 

○46  38 部分引渡し 第39条を準用する 

47 39 第三者による代理受領    
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条 項 
執行規則条文の見出 

監 督 業 務 

執行規則 契約約款 総 括 監 督 員 主 任 監 督 員 担 当 監 督 員 

48 40 
前払金等の不払に対する建設工事

の中止 
   

49 41 かし担保    

50 42 履行遅滞の場合における損害金等    

○52  43 契約担当者の解除権(様式20号) 報告 調査報告 報告 

53 44 契約担当者の解除権(様式20号)    

○54  45 請負者の解除権 審査報告 報告 報告 

○55  46 解除に伴う措置 第39条を準用する 

56 3、47 保険等    

57 48 違約金等の徴収    

58 49 あっせん又は調停    

５９ ５０ 仲裁    

60 − 実施細目    

 

エ 監督の基準 

監督技術基準には監督の方法を次のとおり定めている｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１−５ 工事関係書類の整備 

契約担当者及び監督員は､事業の執行及び工事施工の過程が､第三者に理解し易く脱漏のないよう整理し保管するも

のとする｡ 

（１） 契約担当者(建設業係)は､実施計画書､入札関係書類､契約図書及び監督上必要な書類並びに完成届書等､工事

施工上必要とする書類の正本を､次により管理する｡ 

ア 関係書類の編纂は手続の経過が分かるよう逐次綴込むものとし､書類が厚くなる場合には分冊とする｡ 

イ 書類の大きさはＡ４判を原則とする｡ 

ウ 実施設計書に添付する図面は､契約用設計書(単抜)の図面を共用し省略することができる｡（土木工事） 

 
（２） 情報共有システムを利用する場合の運用については、「静岡県情報共有・電子納品運用ガイドライン」に基づき実

施する。情報共有システムを利用して工事を行う場合は、監督要領別記「監督業務の内容」における（6）受注者への指

示の文中「指示、承諾、協議書（様式１）」を「情報共有システム」と読替える。 

 

監 督 立 会 

審 査 

段 階 
確 認 

受注者から提出された書類 (計画書､ 報告書､ データ､ 図面､写真

等) について監督員が自ら検討することをいう｡ 

設計図書に示された項目について､ 監督員が臨場し､ 内容を確かめるこ

とをいう｡ 

設計図書に示された施工段階において監督員が臨場等により､ 出来形､ 
品質､ 規格､数値等を確認することをいう｡ 
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第２章 契 約 関 係 

 

２−１ 概要 

工事の請負契約は､建設業法に第18条に定める｢請負契約の当事者は､各々の対等な立場における合意に基づいて

公正な契約を締結し､信義に従って誠実にこれを履行しなければならない｣という原則に基づき実施されている｡ 

 

２−２ 請負契約の内容 

請負契約は､契約書､契約約款､仕様書､設計書及び図面(現場説明書及び現場説明書に対する質問回答書を含む｡)

からなり､次のとおりである｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２−３契約関係書類 

（１） 請負契約書 

区分 当初契約額150万円以上…請負契約書 
当初契約額150万円未満…請書とすることが

できる 

契
約
内
容 

１.建設工事名 
６.契約保証金（請負代金

額300万円以上の場合） 
１.建設工事名 ６.発注者 

２.建設工事箇所 ７.発注者 ２.建設工事箇所 ７.受注者 

３.工期 ８.受注者 ３.工期  

４.請負代金額  ４.請負代金額  

５.請負代金の支払  ５.その他  

（２） 契約約款 

契約約款とは､請負契約の当事者間の具体的権利義務関係の内容を箇条書きしたもので､静岡県建設工事請負契

約約款は全52条から成る｡ 

（３） 契約関係様式 

静岡県建設工事執行規則に定める｡ 

契 約 図 書 
 

契約書又は請書 
 

契 約 約 款 

設 計 図 書
 

設 計 書 及 び 図 面
 

土木工事共通仕様書 
農林土木工事共通仕様書 

土木工事施工管理基準 
農林土木工事施工管理基準 

特 記 仕 様 書 

現 場 説 明 書 現 場 説 明 に 対 す る 質 問 回 答 書 
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２−４ 契約変更 

土木工事の設計図書は極力設計変更の必要が生じないよう作成されているが､工事にはその性格上､不確定な条件を

前提に設計図書が作成されている場合がある｡このため予期しない設計変更が生ずるが､このような原因による設計変更に

伴う契約変更については､平成27年３月27日付け建業第297号｢設計変更事務処理要領｣(以下｢要領｣という｡)及び「静岡県

設計変更ガイドライン（土木工事編）」により事務の簡素化と合理化を図るべく次のとおり取り扱う｡ 

（１） 契約変更の原因と内容 

 

(原 因) (内容) 

建設工事執行規則 第28号(条件変更等) 

 〃 第29条(設計図書の変更、工事の中止) 

 〃 第16条(特許権等の使用) 

 〃 第26条(支給材料及び貸与品、工期等の変更及び費 

用の負担、工事用地等の確保等) 

 〃 第30条(請負者による工期の延長の請求等) 

 〃 第31条(契約担当者による工期の短縮の請求等) 

 〃 第32条(賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の

変更) 

 〃 第33条(臨機の措置) 

 〃 第34条(一般的損害) 

 〃 第35条(第三者に及ぼした損害等) 

 〃 第36条(不可抗力による損害) 

 〃 第37条(請負代金額の増額等に代えて設計図書の変

更) 

  

設計変更によ

る場合 

設計変更によ

らない場合 

契

約

変

更 
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（２） 設計変更の定義 

設計変更とは､建設工事執行規則(以下｢規則｣という)第28条及び第29条の規程により原設計を変更することをいい､

契約変更の手続の前の当該変更の内容をあらかじめ受注者に「指示、承諾、協議書」（監督要領様式１）により指示す

ることを含むものである｡ 

 

（３） 設計変更の基準 

ア 設計変更を行う基準は､要領に規定する次に定めたとおりとする｡ 

（ア） 条件処理に伴うもの｡ 

（イ） 発注後発生した次に掲げる外的条件によるもの。 

         a 自然現象、その他不可抗力によるもの。 

     ｂ 他事業との関連によるもの。 

（ウ） 発注時において確認困難な要因に基づくもの。 

         ａ 推定岩盤線の確認に基づくもの。 

         ｂ 地盤支持力の確認に基づくもの。 

         ｃ 土質の確認に基づくもの。 

         ｄ 地下埋設物の撤去等に基づくもの。 

         e その他確認困難な要因でやむをえないもの。 

（エ） 本庁から出先機関に指示した予算処理に伴うもの｡ 

  
イ 規則第28条に規定する条件変更等の内容は次のとおりとする｡ 

（ア） 設計図書と工事現場の状態とが一致しないこと｡ 

工事現場における地盤高､水深等の地表面の状況が設計図書の表示と異なるもの｡ 

（イ） 設計図書の表示が明確でないこと｡ 

設計図書の表示内容が抽象的で工事に当って判断が困難な場合および､表示もれ又は､表示内容に誤り等が

ある場合｡ 

（ウ） 工事現場の地質､湧水等の状態､施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工条件が実際

と相違すること｡ 

地質､湧水等の状態､地下水位等の自然的条件及び､地下埋設物､地下工作物､土取(捨)場､通行路の指定等

の人為的施工条件が相違する場合｡ 

（エ） 設計図書で明示されていない施工条件について予期することができない特別の状態が生じたとき｡工事現場

の状況から予想し得なかった部分的な軟弱地盤､転石､有毒ガスの噴出等の自然的な条件および､騒音規制や交

通規制､第三者による工事の妨害等の人為的な条件等が発生した場合｡ 

 

（４） 設計変更による契約変更の範囲 

 変更見込金額（設計変更が複数回となる場合は、既契約変更金額及び今回変更見込金額の合計）が当初契約金

額の30％を超える工事は、現に施工中の工事と分離して施工することが著しく困難なものを除き別途の契約とするも

のとする。 

 

（５） 設計変更の手続 

ア 設計変更は､その必要が生じた都度監督員がその変更内容を把握し､当該変更の内容が予算の範囲内であること

を確認したうえ､設計変更指示書により事務所長の承認を得て行うものとする｡「軽微な設計変更」のうち、指示書ごと

に増減額が150万円未満の決裁は、総括監督員とする。ただし、累計額が500万円を超える場合は事務所長の決裁

を受けること。 
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イ 前項の場合において､当該設計変更の内容が次の各号の１に該当するときは､あらかじめ本庁と協議するものとす

る｡ 

（ア） 変更による増減額が1,000万円以上で､かつ変更後の契約金額が１億円以上と見込まれるとき｡ 

（イ） 設計変更後の契約金額が５億円以上と見込まれるとき｡ 

 

なお、静岡県財務規則による支出負担行為等の専決者が本庁や議会の議決に付すべき契約の場合等、上記協

議対象に該当しないケースでも本庁と調整を図ること。 

 

（６） 契約変更の手続 

ア 設計変更に伴う契約変更の手続は､支出負担行為伺によりその必要が生じた都度遅滞なく行うものとする｡ただし軽

微な設計変更に伴うものは､工事完了までに行うことをもって足りる｡ 

イ 前項の軽微な設計変更に伴うものとは､次の各号に定めるものをいう｡ 

（ア） 構造､工法､位置､断面等の変更で重要でないもの｡ 

（イ） 変更見込金額の合計額が500万円を超えないもの｡ 

 

（７） 部分払い 

軽微な設計変更によるもので契約変更が工事完了のときとなる場合の部分払金の算定は､現契約金額によるものと

する｡ 

 

（８） 工期の変更及び延長等 

規則第29条､第30条及び第31条に規定する工期の変更及び延長又は短縮のみの事務については､事務所長が専

決処理するものとする｡ 
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変 

更 

要 

因 

と 

内 

容 

検 

討 

設 

計 

変 
更 

指 

示 

契 

約 

変 

更 

（９） 設計変更による契約変更の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  

変 更 要 因 

規則第 28 号(条件変更等) 
① 計図書と現場の不一致 
② 設計図書に誤びゅう又は脱漏 
③ 設計図書の表示の不明確 
④ 工事現場の施工条件の相違 
⑤ 施工条件について特別な状態が発生したと

き 

受 注 者 が 発 見 し た 場 合 監督員が発見した場合 

通 知  ( 受 注 者 → 監 督 員 ) 

調査・検討 
① 予算の範囲内であること｡ 
② 増加額が当初契約額の 30％以内 
③ 分離施工が著しく困難 

設計変更指示書の作成 

本庁との協議 

① 変更による増減額が 1,000 万円以上で､

かつ、変更後の契約額が１億円以上 

②  計画変更・工法変更が主たる内容 

③  国庫補助事業の変更(軽微な変更を除

く) 

④  変更後の契約額が５億円を超えるもの 

事

務

所

長

の
承

認 

設 計 変 更 指 示 

契約変更の手続を必要が生じた都度行うも
の｡ 

① 事の重要な部分の変更に係るもの 
② 変更規模の大きいもの 

契約変更の手続を工事完了のときまでに行

うもの｡(債務負担行為に基づく工事は各会

計年度末または工期末) 

① 構造､工法､位置､断面の変更で重要

でないもの 

② 変更増減の見込額が 500 万円未満

のもの 

工 事 施 工 

規則第 29 条 (工事の変更・中止) 
① 発注者の都合による予算処理又は認

可条件等の処理に伴うもの｡ 
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（１０） 設計変更に伴う工事費の積算等 

ア 設計変更に伴う変更工事費の積算は次により取り扱うものとする｡ 

工事費の積算は､｢数量｣と｢歩掛｣及び材料・労務・機械等の｢単価｣により行われる｡設計変更に伴う積算が必要と

なるのは､これらのいずれかが変更される場合であるが､設計変更の生じた時期や内容によって一般に次表のような

歩掛､単価の組合せにより設計変更に伴う工事費の積算を行う｡ 

 

設計変更の積算 

変 更 内 容 

積 算 歩 掛 積 算 単 価 

変 更 の 種 別 工 種 内 容 

現地精査等に伴う数量

変更 
 既契約の歩掛 既契約の単価 

構造､工法､位置､断面

等の変更 

同工種又は類似工種 既契約の歩掛 既契約の単価 

新工種 変更通知時点の歩掛 変更通知時点の単価 

工事の追加 
同工種又は類似工種､

新工種 
変更通知時点の歩掛 変更通知時点の単価 

注)｢工事の追加｣とは､施工条件の変化又は発注者の意志による工事内容の追加であり､既契約内容に含まれて

ない新工種を追加する場合､あるいは同工種又は類似工種であっても既契約工事範囲以外の箇所に工事を追加

する場合などをいう｡ 

 

イ その他 

設計変更の事例については､「静岡県設計変更ガイドライン（土木工事編）」｢工事請負契約における設計変更ガイ

ドライン Ⅳ設計変更事例集（主な事例） 国土交通省｣等を参考にすること｡ 

 

（１１） 仮設工の指定仮設と任意仮設 

公共工事の仮設備は､静岡県建設工事請負契約約款の原則からすれば､受注者の責任において施工する｢任意仮

設｣が基本であると考えられる｡しかし､公共工事においては､工事中の公衆災害防止及び労働災害の防止について特

に留意する必要がある｡ 

このため､工事の発注にあたっては､発注者が特に必要と判断したものは､契約条件として仮設工の規模､構造等に

ついて､あらかじめ発注者が指定し､｢指定仮設｣とする場合がある｡ 

工事の発注にあたっては､次に示すような場合の施工条件の仮設工については､特記仕様書を持って指定仮設とす

る｡ 

ア 河川堤防と同等の機能を有する仮締切りの場合 

イ 仮設構造物を一般交通に供用する場合 

ウ 特許工法又は特殊工法を採用する場合 

エ 関係官公庁等との協議により制約条件のある場合 

オ その他､第三者に特に配慮する必要がある場合 

例えば)重要な仮設土留､仮設防護柵等 

なお､上記のような指定仮設をする場合の留意事項としては､事前に現地調査を十分に行い､仮設工の計画・設計の

可否を技術的に検討審査するとともに､経験豊富な専門家等の助言も活用して､指定仮設の内容を十分検討し､関係

法令､関係技術基準・指針等に沿った施工の安全性の確保に十分配慮した適切な内容とする必要がある｡ 
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また､静岡県建設工事請負契約約款第１条３項に定められているいわゆる｢指定仮設｣と｢任意仮設｣の区分は､｢仮設

の構造､規格､寸法､工法等の必要事項を明示するか､それともこれらを決定するために必要な設計上の条件のみを明

示するか｣の違いだけであり､本来､設計の方法について何ら異なるところはない｡ 

 

参考図書) 土木工事仮設計画ガイドブック 

(監修建設大臣技術調査室発行全日本建設技術協会) 

 

（１２） 指定・任意の正しい運用について 

ア 要点 

土木工事等における仮設､施工方法等には､指定と任意の部分がある｡発注においては､指定と任意の部分を明確

にすることが必要である｡任意については受注者が自らの責任において行うものであり､仮設､施工方法等ついては､そ

の選択が受注者に委ねられている｡ 

発注者､監督員は任意の趣旨を十分に踏まえ､不必要な指導を行わないようにすること｡ 

なお､指定・任意にかかわらず､当初発注時の条件を明示し､将来の設計変更等が明確になるよう努めること｡ 

県の土木設計積算システムでは､積算の根拠として施工機械の規格､地質条件などの条件を明示している｡ 

イ 指定・任意の定義 

指定と任意については､静岡建設工事請負契約約款第１条３項に基本的考え方が示してある｡ 

指定とは､工事目的物を施工するにあたり､設計図書のとおり､施工を行わなければならないものである｡ 

任意とは､工事目的物を施工するにあたり､受注者の責任において自由に施工を行うことができるものである｡ 

なお､指定・任意にかかわらず､施工上の条件明示(地質条件､廃棄物処理条件等)はできるだけ明確に行い､設計変

更に対応できるようにすることが必要である｡ 
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〈指定・任意の考え方〉 

 指 定 任 意 

設 計 図 書 

施工方法等について具体的 

に指定する 

(契約条件として位置付け) 

 

例） 

（１）支保工（トンネル導杭、地下道等

特に定めたもの） 

（２） 仮橋仮棧道 

（３） 履行板 

（４） 残土処理場 

（５） 仮設土留（矢板含む） 

（６） キャリア及び索道 

（７） 仮道 

（８） 水除 

① 瀬替（川倉を含む）及び排水路 

② 架樋（断面延長指定） 

③ ポンプ（標準日数・能力を指定） 

④ 締切（橋梁下部工事関係等特に

指定したもの） 

（９） 仮設薬注（位置、深さ、薬種、

注入量を指定） 

（10）仮設防護柵 

（11）機械器具の使用 

（12）橋梁上部架設方式 

（13）築島 

（14）路面補修 

（15）その他上記以外で特に工法を

指定するもの 

施工方法等について具体的

に指定しない 

(契約条件ではないが､参考図として標

準的工法等を示すことがある) 

例） 

（１） 足場 

（２） 型枠 

（３） 支保工（指定したものを

除く） 

（４） 水除締切（指定したもの

を除く） 

（５） 機械器具の使用（指定し

たものを除く） 

（６） 重機・船舶等運搬輸送

費 

（７） 仮設受配電設備 

（８） 受注者の現場事務所、

労務者寄宿舎、材料倉庫等 

（９） その他指定されたもの以

外のもの。 

施 工 方 法 等 の 変 更 発注者の指示又は承諾が必要 
受注者の任意 

(施工計画等の修正､提出は必要) 

施工方法の変更がある場合

の 設 計 変 更 
行う 行わない 

当初明示した条件の変更に

対 応 し た 設 計 変 更 
行う 行う 

注)１ 参考資料・参考図については､あくまでも見積上の参考であって､設計図書ではない｡ 

２ 土木工事共通仕様書及び農林土木工事共通仕様書において､施工計画書の扱いは提出されたものの

受理であり､承諾行為ではない｡(積算と異なる工法等であっても発注者が責任を負うものではない｡) 

３ 県の土木設計積算システムで作成した設計書の適用等の表示内容は､積算根拠の表示であって､指定

ではない｡指定する場合は､特記仕様書等で具体的に指定する｡ 

参考) 

・土木工事積算資料 

   ・設計積算標準資料（工事編）[農地] 
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（ １ ３ ）  設 計 変 更 理 由 書 の 記 載 例  

設 計 変 更 す る 場 合 の 理 由 は ､ 下 記 の 記 載 例 の よ う に 箇 条 書 と す る ｡ た だ し こ れ に よ り 難 い

場 合 は 別 途 考 慮 す る こ と ｡  

( 記 載 例 )  

当 初 設 計 の ①            は ､ ②            ､ ③            で 施 工 す る

予 定 で あ っ た が ､ ④            し た 結 果 ､ ⑤            た め ､ ⑥            

に 変 更 す る ｡  

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

当初設計の工種

又は工法の他､必

要に応じて数量

等を記入する｡ 

当初設計の設計

条件等を記入す

る｡ 

当初設計の形状

寸法等を記入す

る｡ 

調査方法等を記

入する｡ 

変更するための条

件を記入する｡ 

変更しようとする

形状寸法､工法及

び増減を記入す

る｡ 

(例−１) 

路側ブロック積工

の測点20∼40m間 

 

土質を砂利層と仮

定し 

 

法長５m 

 

掘削 

 

法長４mのところで

岩盤に到達した 

 

法長を0.5m減じ

4.5mとし､土台工

も岩着工法 

(例−２) 

左岸橋台工の鋼

管杭 

 

ボーリング調査結

果に基き 

 

Ｌ＝10m 

 

試験杭を打設 

 

Ｌ＝12mで支持力

○○(設計支持力

○○)となった 

 

Ｌ＝12m 

(例−３) 

瀬潜工 

 

本流が工事施工

箇所にあたってい

たため 

 

Ｌ＝300m 

 

××日の降雨によ

って出水 

 

本流が対岸に離

れた 

 

瀬替工は取り止め

とし､当初設計の

水替日数×日を

別紙調書のとおり

○日 

(例−４) 

復旧延長 

 

既設ブロック積と

蛇籠護岸の間の 

 

Ｌ＝35m 

 

曲線部であったた

め再調査 

 

測点20～40mの間

に２mの差異があ

った 

 

２m増工し､復旧延

長を37m 
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２−５部分払い 

建設工事請負代金額の部分払については､建設工事請負契約に基づき､建設工事執行規則並びに､平成21年３月

31日付建業第297号｢建設工事請負代金の部分払いの取扱いについて｣､及び昭和45年９月21日付管第369号｢出来

形歩合調書の作成について｣により次のとおり取り扱うものとする｡ 

 

（１） 部分払いに関する基本的事項 

ア 部分払いする建設工事は､請負代金額が100万円以上の工事とし､部分払の回数及び請求できる出来形歩合は

建設工事執行規則第45条に規定する２回～４回以内でかつ､９／10以内の額とする｡ただし特に必要と認めた工事

にあってはその回数を増加することができる。(例 債務負担行為にかかる建設工事にあっては最終年度を除き、各

年度１回加えることができる｡) 

 

 

（２） 請負者からの部分払い請求手続 

部分払いの請求手続 

手 続 別 事 務 の 内 容 備 考 

イ 出来形確認請求 

受注者は執行規則第45条第２項で定める様式第19号の

出来形確認請求書を契約担当者に提出し､出来形の確認

を請求する｡ 

構成比率は県で算定し請

負者に明示する｡ 

ロ 出来形の確認 

監督員は､受注者から出来形確認請求があった場合、内

容を審査のうえ､出来形歩合調書(静岡県建設工事監督要

領昭和60年４月１日訓令乙第４号様式−６)を作成し､契約

担当者に報告する｡ 

 

ハ 出来形検査 
契約担当者は、受注者の立会のうえ、出来形の確認をす

るための検査（出来形検査）を行う。 
 

ニ 出来形の通知 
契約担当者は､出来形確認の請求を受けた日から14日以

内に検査の結果を受注者に通知する｡ 
 

ホ 部分払いの請求 

受注者は､検査結果通知書を受けたとき、出来形歩合調

書の総出来形歩合に基づき､請求書に執行規則第45条第

６項で定める様式第18号の請求明細書を添えて支払いを

請求する｡ 

 

へ 部分払い金の支

払 

契約担当者は支払いの請求を受けた日から14日以内に

支払う｡ 
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出来形の内訳の記載例 

出 来 形 の 内 訳 

(記載例) 

工  種 単
位 

設計数量 

Ａ 

出来形数量 

Ｂ 

出来形歩合 

Ｂ／Ａ＝Ｃ 

％

構成比率 

Ｄ 

Ｃ×Ｄ 

％
摘要 

切 土 ㎥ 3,600 1,530 42 0.05 2.1 
 

盛 土 捨 土 式 １  65 0.01 0.6 
 

石 積 工 

( 含 土 台 ) 
㎥ 6,700 5,400 80 0.08 6.4 

 

Ｌ 型 側 溝 ㎥ 1,900 750 39 0.09 3.5 
 

Ｕ 型 側 溝 式 １  40 0.01 0.4 
 

路 盤 工 ㎥ 13,000 5,150 39 0.14 5.4 
 

基 層 工 ㎥ 12,000 3,300 27 0.17 4.5 
 

表 層 工 ㎥ 12,000 1,200 10 0.21 2.1 
 

雑 工 式 １  20 0.04 0.8 
 

小 計     0.80 25 
Ｃ×Ｄ ≒31 

諸 掛 費 式 １  31 0.20 ６ 
 

小 計     0.20 ６ 
 

計     1.00 31 
 

(注) 

① 工種の種類はできるだけ簡素にするが､出来形の数量が不明で支払上疑義の生じる恐れのあるものは､出来形の

数量を計上する｡ 

② 出来形歩合は､百分率で表し､小数点以下は切捨てる｡ 

③ 構成比率は､小数で表し､小数点以下第３位は切り捨てる｡また計において1.00になるよう比率の小さい工種で調整

するが､各工種においてその比率が0.01以下になる場合は同形工種に含めるか､雑工に含めること｡ 

④ (Ｃ×Ｄ)は百分率で算出されるが､小数点以下は原則として切捨てるものとし､工種が多くなり小計において不合理

が生ずる場合は､途中において小数点以下第１位まで計上してよい｡ 

諸掛費の出来形歩合(Ｃ)の算出は､直接工事費全体計の構成比率(Ｄ)と出来形歩合(Ｃ×Ｄ)の比(Ｃ×Ｄ)／Ｄを計

上する｡ 

 

（３） 債務負担行為にかかる建設工事における部分払い 

債務負担行為にかかる建設工事における最終年度を除く各年度末の支払限度額は､３月末日までの出来形による

部分払いで精算する｡この場合において､前年度までの支払い額と当該年度年割額の合計額が､当該年度末における

出来形部分に相応する請負代金額の９／10以上となる出来形を確認すること｡ 

［前年度までの支払い額＋当該年度年割額≦請負代金額×出来形歩合×９／10］ 
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（４） 繰越工事にかかる建設工事における部分払い 

予算の繰越は極力避けるべきであるが､事業執行上のやむを得ない事由により建設工事の予算を繰越する場合

は､その事務手続に相当な期間を要するため､年度末における工事の出来形歩合について工程等を詳細に検討し

て推定し､繰越額を決定する等慎重に取り扱わなければならない｡ 

繰越にかかる建設工事の当該年度支払い額は､年度末における出来形に相応する請負代金額の部分払いで精

算する｡この場合において当該年度の支払い額(前払い金＋部分払い金)が年度末日における出来形歩合に相応す

る請負代金額の９／10以上となる出来形を確認する｡ 

 

〔当該年度支払い額≦請負代金額×出来形歩合×９／10〕 

 

     また、工事執行規則第 42 条第３項による、以下の要件に該当する工事については、中間前払金として支払うこと

を検討する。 

    ア 工期の２分の１を経過していること。 

    イ 工程表（工事執行規則様式第９号）により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきとされている当該工事に

係る作業が行われていること。 

    ウ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当するものであること。 

     （出来高金額の合計が請負代金額の２分の１以上であること。） 
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第３章 施 工 関 係 
 

３−１ 施工計画 

施工計画は､契約書及び設計図書に基づいて､契約の工期内に規格に合った目的物を適正に施工する条件と方法を

決めることであり､工事施工の基本となる極めて重要なものである｡ 

土木工事は､その種類､立地条件､規模等により一元化されないのが普通である｡従って施工計画は､提示された契約

条件(契約書､設計図書)と現場条件等を充分に把握し多角的に検討を行い作成しなければならない｡ 

 

（１） 施工計画書の作成手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現場調査にあたっては､単に状況の把握のみで
なく､常に工事を施工する関連事項に注意し､施工
方法､段取り､機械の選択等を念頭に置き調査す
るものとする｡ 

地 形 等 
工事用地の地形把握､残土処理場
の有無民家､道路､水路の状況､測
量杭の確認 

地 質 等 
土質､地層､湧水､地下水の状況把
握 

用 地 権 利 
用地境界確認､水利権､漁業権､地
上地下の障害物の有無の確認 

電 力 
工事用電源の有無､電力以外の動
力の必要性 

公 害 騒音､振動､作業時間の規制 
仮 設 物 現場事務所､材料置場 

そ の 他 
設計変更の有無､隣接する他業者
の工事の有無､交通規制の必要
性､その他 

事 前 打 合 せ 

契約 (設計)数量の確認 
設計図の理解と確認 
設計書及び仕様書の確認 

○指定仮設､ 指定工法 
○残土処理 
○監督体制 
○その他 
○建設副産物 

監督員､現場代理人は､ 施工計画書の提出
日等の打合せを速やかに行う｡ 

契 約 条 件 

※施工計画書に記載する内容は次の(2)とす施 工 計 画 書 作 成 

監 督 員 に 提 出 

現 場 条 件 

 不 明 箇 所 

注. この作成手順は､大幅に省略したものであり

詳細な作成手順を必要とする場合には他の

文献によるものとする 

あ り 

な し 
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（２）施工計画書の内容 

施工計画書に記載すべき事項は土木工事共通仕様書第１編１−１−４又は農林土木工事共通仕

様書第１編1-1-6に次のように定められている｡ 

事 項 内 容 
一般 

工事 

小規模 

工事 

少額 

工事 

（１） 工事概要 工事名､工事箇所､工期等を記載する。 

工事内容は、主要な工種について種別､細別､単位､数量等を記載し、

その他の工種については、工種単位でまとめて１式記載する。 

記載 省略 省略 

（２） 計画工程表 工事名､工事箇所､工期等を記載する。 

工事内容・その構成比率等を記入してバ−チャ−ト又はネットワ−クによ

る工程表とし､進捗率曲線の記入により､現実の工程と対比が容易に出

来るようにする｡ 

記載 省略 記載 

（３） 現場組織表 契約図書により必要な管理者(責任者)を定め､組織表を作成する｡ 

現場代理人及び主任技術者等は夜間連絡先を記入する｡ 記載 記載 記載 

（４） 指定機械 低騒音型建設機械､排出ガス対策型建設機械など設計図書で指定さ

れた機械の名称､規格､台数などを記載する｡ 記載 省略 省略 

（５）主要船舶・機械 工事に使用する主要な船舶・機械の名称､規格､台数、使用工種など

を記載する｡ 記載 省略 省略 

（６） 主要資材 計画工程表の作成に当たって考慮した主要資材の品名､規格・寸法､

購入会社名を一覧表で記述する｡ 記載 記載 記載 

（７） 施工方法(仮設

備計画､工事

用地等を含む) 

主要工種について､工事の安全､所要の品質の確保等を考慮して施工

順序､検測確認の段階などについて記述する。 

主要機械の使用方法等について記述する｡ 

他工事との調整､地下埋設物件の対策､用排水調査､他官庁との協議､

地元への周知､苦情に対する措置方法等を必要に応じて記述する｡ 

設計図書に指定されている工種については､もれなく記述し、仮締切､

仮設道路､工事用地､防護工等主要なものについて記載する｡ 

記載 省略 省略 

（８） 施工管理 工程管理………計画工程表に基づく工程管理の方法を記述する｡ 

出来形管理……施工管理基準及び仕様書に基づき､当該工事などに

必要な測定項目｡ 

品質管理………試験項目一覧表を作成する｡主要なものは､試験方

法､管理方法､試験場所など｡ 

写真管理………施工管理基準に基づき撮影計画一覧表を作成する｡ 

記載 省略 省略 

（９） 安全管理 安全委員会の構成又は安全管理組織表､安全管理対策､火災防止対

策､重機械作業対策等記述する｡ 

安全意識の高揚・安全な施工体制環境を整えるために安全訓練活動

及びビデオ等による安全教育を月あたり半日以上行う事などを記述す

る｡ 

記載 記載 記載 

（10） 緊急時の体制

及び対応 

大雨､出水､強風等の異常気象時における作業現場の防災管理体制と

災害発生時の対策､土石流対策及び作業現場内の事故発生又はそ

のおそれがある場合の体制と対策等について記述し、緊急時の連絡

系統､連絡方法も系統図で表示する｡ 

また、南海トラフ地震臨時情報発表時の対応について記載する。 

記載 記載 省略 
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（11） 交通管理 当該工事にともなう資材の搬入､発生土等の運搬､工事現場周辺の交

通対策と交通処理について記述する｡ 記載 記載 省略 

事 項 内 容 
一般 

工事 

小規模 

工事 

少額 

工事 

（12） 環境対策 関連法令及び仕様書に基づき､騒音､振動､大気汚染､水質汚濁等に

ついて周辺住民に対する対策について記載する｡ 記載 省略 省略 

（13） 現場作業環

境の整備 

現場事務所及び休憩所等､職員､作業員が快適に作業できる環境の

整備､土木工事のイメージアップを図るとともに地域住民と対話のでき

る環境方法について記述する｡ 

記載 省略 省略 

（14） 再生資源の

利用の促進と

建設副産物の

適正処理方法 

当該工事から発生する建設副産物の量及び処理方法､処理場所を記

入し､受け入れる場合は場所､数量を記載する｡ 

残土処理がある場合は、静岡県盛土等の規制に関する条例に基づく

手続きについて記述する。 

記載 記載 記載 

（15） 創意工夫等 高度技術､創意工夫､社会性等について提案を記載する｡ 

記載 省略 省略 

（16） その他 設計図書で施工計画書に記載するよう指示されているもの及び監督

員の指示した事項を記述する｡ 記載 省略 省略 

（注） 一般工事はすべて記載し､小規模工事、少額工事は、一覧表で「記載」と表記のある項目のみ記載する。 
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｢工事施工に伴う諸手続き比較表｣ 

 

契約図書に必要な項目 適 用 規 則 等 静岡県建設工事執行規則の

運用(500万円未満) 
小 規 模 工 事 

(500万円以上3,500万円未満) (少額工事500万円未満) 
１.工程表 執行規則第20条 省略させることができる 提出 省略 
２.工事工程月報 執行規則第20条 省略させることができる 提出 省略 
３.請負代金内訳表 執行規則第20条  提出 契約書作成は提出 

請書作成は省略 
４.主任技術者現場代

理人等通知 
執行規則第22条 口頭による通知 提出 口頭による通知 

５.施工計画書 
(16項目) 

仕様書第１編１―１―４  提出(６項目) 
(記入例)参照 

提出(５項目) 
(記入例)参照 

６.交通規制関係 仕様書第１編１－１－32  必要時 必要時 
７.数量の算出及び完

成図 
仕様書第３編１－１－８  必要時 必要時 

８.材料検査簿 執行規則第24条  省略 省略 
９.使用材料品質証明

書 
仕様書第２編１章２節  提出 省略 

10.休日・夜間作業届 仕様書第１編１－１－36  必要時 必要時 
11.施工管理 仕様書第１編１－１－23    

出来形管理 施工管理基準  提出 面積計算書又は出来形

図 
品質管理 施工管理基準  提出 自主管理､提出省略 
写真管理 施工管理基準  提出 着手前と完成時 

12.再生資源利用計画

書 
仕様書第１編１－１－18  提出 提出 

13.完成届出書 執行規則第39条  提出 提出 
14.工事記録簿 執行規則第22条の2  省略 省略 
15.工事写真帳 施工管理基準  提出 提出 
16.完成検査写真帳   省略 省略 
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（3） 施工計画書の作成例 
 

(表紙) 

令和   年   月   日 

施 工 計 画 書 

総括監督員 様 

 

受 注 者 

現場代理人 

 

令和   年度                  工事 施工計画書について(提出) 

土木工事共通仕様書第１編１−１−４       

標記について          または              に基づき提出します｡ 

農林土木工事共通仕様書第１編１−１−6 

目 次 

１ 工事概要 ……………………………………………………………………… ○ 

２ 計画工程表 …………………………………………………………………… ○ 

３ 現場組織表 …………………………………………………………………… ○ 

４ 指定機械 ……………………………………………………………………… ○ 

５ 主要資材 ……………………………………………………………………… ○ 

６ 施工方法(仮設備計画､工事用地等を含む) ………………………………… ○ 

７ 施工管理計画 ………………………………………………………………… ○ 

８ 安全管理 ……………………………………………………………………… ○ 

９ 緊急時の体制及び対応 ………………………………………………………… ○ 

10 交通管理 ……………………………………………………………………… ○ 

11 環境対策 ……………………………………………………………………… ○ 

12 現場作業環境の整備 ………………………………………………………… ○ 

13 再生資源の利用の促進 ……………………………………………………… ○ 

14 創意工夫等 …………………………………………………………………… ○ 

15 その他 ………………………………………………………………………… ○ 



- 24 - 
 
 
 

作成例 

１. 工事概要 

建設工事名 令和○○年度〔第○○−○○○○○−○○号〕  (主)○○○○線 

○○○○○○○工事 工期 自 令和○○年○○日 

至 令和○○年○○日 

建設工事箇所 静岡県   市    町    地内 受注者 ○○建設株式会社 

工 種 種 別 細 別 単位 数 量 備 考 

道路舗装工 補修工事 施工延長○○.○○ ｍ   

舗装準備工 

舗 装 版 切断 、

取り壊し、不陸

整正工 

t＝20∼23㎝、 

補充材無し 
式 1.0 

 

舗装工 表層工 
密粒度As（20）  

ｔ＝5㎝ 
㎡ 3,957 

 

 基層工 
粗粒度Aｓ（20） 

 ｔ＝5㎝ 
〃 3,957 

 

 上層工 粒調砕石 ｔ＝25㎝ 〃 3,957  

 下層工 
再生下層路盤材 

ｔ＝30㎝ 
〃 3,957  

交通安全施設工 区画線設置工  式 1.0 

 

雑 工 
Ｇｒ復旧工、As

切削工 他 
 式 1.0  

共通仮設工   式 1.0  

主要工種は

記載

主要工種以外は、

まとめて１式表示

主要工種以外は、

まとめて１式表示



 

作成例 

２． 計画工程表 

建設工事名  工 期 自 令和   年   月   日 請負代金額 ￥           円 

建設工事箇所 静岡県    市    町    地内  至 令和   年   月   日 施 工 者 ○○建設株式会社 

工 程 種 別 単 位 数 量 構 成 比 
月 月 月 月 月 月 月 累

計
率 

備考 
10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  

道 路 舗 装 補 修 工 事                           ％  

舗装準備工  式 1 .0 18 ..67                      100  

舗 装 工 表 層 工 ㎡ 3,957  12 .65                      90  

 基 層 工 〃 3,957  12 .15                      80  

 上 層 工 〃 3,957  16 .90                      70  

 下 層 工 〃 3,957  22 .90                        

交通安全施設工 区画線設置工 式 1 .0 1 .08                        

雑 工  式 1 .0 2 .92                      30  

                              

共 通 仮 設 工  式 1 .0 12 .73                      20  

計     100 .00                      ％  

備考 

進
捗
状
況 

計画 
月 間   9.3   22.4   21.5   43.3   3.5         

累 計   9.3   31.7   53.2   96.5   100.0         

実績 
月 間                        

累 計                        

-25- 

主要工種以外は、まとめて１式表示 
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３. 現場組織表 

現場事務所 静岡県    市    町     ＴＥＬ    (   ) 

 

現場代理人 

工事主任 

夜間休日連絡先 

ＴＥＬ  (   ) 工程管理 

主任技術者等 品質管理 

測量・出来形､写真管理 

夜間休日連絡先 

ＴＥＬ  (   ) 機械・電気主任 

 

重機管理 

電気管理 

事務主任 

 

安全管理主任 

 

建設副産物処理責任者 

 

４. 指定機械 

機械名 規格又は容量等 台 数 摘  要 

バックホウ 0.6㎡ １ (排出ガス対策型)舗装ガラ積込 

バックホウ 0.3㎡ １ (排出ガス対策型)舗装版破砕用 

コンプレッサー 10.5㎡ １ (排出ガス対策型) 

タイヤローラ 8t−12t １ (排出ガス対策型)路盤合材転圧用 

モーターグレーダ 3.1ｍ １ 不陸整正用 

マカダムローラ 10t−20t １ 転圧用 

ASフィニッシャー 2.5ｍ−4.5ｍ １ 合材敷均し用 
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   作成例 

５. 主要資材 

品    名 規格・寸法 購入会社名 

再生下層路盤材 RC-40  

粒度調整砕石 M-30  

粗粒度アスコン （20）  

密粒度アスコン (20)  

アスファルト乳剤 ＰＫ−３  

 

６. 施工方法 

（１） 一般事項 

ア 作業時間及び休日又は夜間作業 

（ア） 作業時間 

集 合 体 操 (  )時 ∼ (  )時(  )分 

業 務 打 合 せ (  )時(  )分 ∼ (  )時(  )分 

作 業 開 始 (  )時(  )分 

昼 食 休 み (  )時 ∼ (  )時 

作 業 終 了 (  )時 

休 け い 午前､午後に各(  )分間 

（イ） 休 日 

土曜日､日曜日､祝祭日 

夏期休業 ８月○日∼８月○日 

冬期休業 12月○日∼１月○日 

ただし､作業の区切りそのほかにより就業時間を変更する場合は､監督員に協議する｡ 

また、工程の関係又はその他の理由により､休日あるいは夜間において作業を実施する場合は､安全対策､監

督員の立会等について協議する｡ 

（２） 施工順序  

ア 準備工 

・ 工事実施に先立ち､関係機関との協議及び地元住民への周知を図り円滑な工事の施工ができるようにする｡ま

た､地下埋設物件の確認等､施工区間の現況調査､測量を行い仮Ｂ.Ｍを設置し､測量成果を監督員に提出する｡ 

・ 仮Ｂ.Ｍ設置引き続き現状路面の縦横断測量を行い､各測点の引照点を横断上に左右２点設置するが､路面の

状況に大きな変化がある箇所には測点を増設する｡ 

イ 舗装版取壊 

・ 施工に先立ち､打換部分をカッターにて切断したうえ､片側づつ５ｍ毎に切断してブロック割りし破砕する｡ 

・ 破砕はバックホウに装着したブレーカで行い0.6バックホウと同時作業により順次破砕､掘削､積込みを行う｡この

場合､在来の路盤を掘削しないように慎重に処理をする｡ 

・ 運搬はダンプトラック11ｔを使用し､所定の中間処理施設場(市町番地)に処理する｡ 

なお､運搬にあたっては過積載防止と交通規則を厳守させる｡ 
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・ 取壊し完了後はモーターグレーダを使用し在来路盤の不陸を整正し､端部は人力で整正する｡ 

また､状況に応じて散水車を使用し適切な含水状態で､タイヤローラ８∼12ｔ､マカダムローラ10∼12ｔを用い十分に

転圧して締固める｡ 

・ 施工完了後は監督員の立会を受ける｡ 

ウ 下層工（再生下層路盤材 ｔ＝30㎝） 

・ 施工に先立ち、路床面の有害物を除去し路床に異常がないかの確認を行う。 

・ 路盤材の敷均しにあたっては、材料の分離に注意しながら、一層の仕上がり厚さで20㎝を超えないよう転圧す

る。 

・ 締固めにあたっては、最適含水比付近で所定の締固め度になるよう締め固める。 

・ 路盤材の敷均しはグレーダーで行い、転圧はマカダムローラ及びタイヤローラで行う。 

・ 下層路盤工は施工に当たっては、材料の分離に注意し、締固めによって不陸を生じないようにする。 

・ 既設構造物に接する路盤部分でタイヤローラによる締固め転圧を行うことが困難な箇所については、タンパ等

で入念に締固める｡ 

・ 締固め後には、現場密度試験を行い所定の品質を確認する。 

・ 施工完了後は監督員に報告し指示を受ける｡ 

エ 上層工（粒調砕石 ｔ＝25㎝） 

・ 施工に先立ち、下層路盤面の有害物を除去し路盤に異常がないかの確認を行う。 

・ 下層路盤に異常があった場合は、グレーダー、転圧機械を使用し、不陸整正を行った後施工する。 

・ 粒度調整路盤材の敷均しにあたっては、材料の分離に注意し、一層の仕上がり厚が15㎝以下となるよう転圧 

する。 

・ 締固めにあたっては、最適含水比付近で所定の締固め度になるよう締固める。 

・ 路盤材の敷均しはグレーダーで行い、転圧はマカダムローラ及びタイヤローラにて行う。 

・ 上層路盤1層の仕上がりは15cm以下になるように敷均し、転圧を行う。 

・ 既設構造物に接する路盤部分でタイヤローラによる締固め転圧を行うことが困難な箇所については、タンパ等 

で入念に締固める｡ 

・ 締固め後には、現場密度試験を行い所定の品質を確認する。 

・ 施工完了後は監督員に報告し指示を受ける｡ 

オ 基層工(粗粒度Ａｓ t＝５㎝) 

・ 配合設計及び試験練りについては､あらかじめ監督員の承諾を得る｡ 

・ Ａｓ混合物の運搬は清浄なダンプトラックを使用し､保温及び飛散防止の為シート類で覆う｡又は､舗装端は型枠

を鉄ピンで固定する｡ 

・ 加熱Ａｓ混合物の敷均しは､敷均し温度110℃以上とし､Ａｓフィニッシャーで行う｡ 

・ 転圧はマカダムローラ､タイヤローラにて所定の密度が得られるよう十分に行い､ローラによる締固め不可能な箇

所についてはタンパ等で入念に締固める｡ 

・ 縦継目の処理については､表層工の継目を車線マークに合わせるものとし､基層工の継目は、図-1のとおりとす

る｡ 

・ 施工完了後は監督員に報告し指示を受ける｡ 
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カ 表層工(密粒Ａｓ ｔ＝５㎝)・  

・ 施工に先立ち仕様書に基づき密粒度Ａｓの配合設計及び試験練りを行い監督員の承諾を得る｡ 

・ 舗設方法は、基層工に準じて施工するが､舗装面の平坦性には特に注意すると同時に集水施設に雨水がスム 

ーズに流れるよう十分注意して施工する｡ 

・ 施工完了後は監督員に報告し指示を受ける｡ 

 

       図-1 施工断面図 

  15㎝  

 車線マーク Ｃ.Ｌ   

表 層 工  
 

 

基 層 工   
             

縦継目位置  

上 層 工 粒調砕石 

下 層 工 再生下層路盤材 

  15㎝  

 

キ 切削工(終点部現道取付) 

・施工に先立ち切削区間の路面上各測点にマーキングする｡ 

・切削機械にて所定の厚さに切削工し､廃材は積込機でダンプトラック11ｔに積込み廃材処理場 

(   市   町   番地の     会社    処理場)に運搬処理する｡ 

・ 切削後の路面は人力にて清掃を行う外､下層工との段差部分のスリ付を施工して交通解放する｡ 

ク 区画線(溶融式､仮ラインはペイント式) 

・ 施工に先立ち使用材料について試験成績表を提出し､監督員の承諾を得る｡ 

・ 施工は表層工施工当日分毎に車線境界線(破線)を仮ラインにて施工し､その後一括して本ライン(車線境界

線､外側線)を施工する｡ 

なお､本ライン施工前に監督員と協議する｡ 

ケ 防護柵工 

・ 既設防護柵は基礎コンクリートから引抜き撤去し､填充されている砂等をきれいに除去し､新材と交換復旧する｡ 

・一部新設部分については､コンクリート打設前に型枠､塩ビ管を用いて支柱の位置に箱抜きをしておく｡ 

コ 仮設備計画 

（ア） 夜間の安全確保に使用するため仮設電力を電力の路上電柱から受電する｡ 

（イ） 仮設備は現場事務所１棟を別紙−４のとおり設ける｡ 

７. 施工管理 

（１） 工程管理 

・ 実施工程表に基づき総合的に管理する｡また､実施工程は､日管理とし１ヶ月毎に工事工程月報を提出して進

捗状況の確認を受ける｡ 

なお､全体工程で10％以上遅れの状態になった場合は､速やかに工程に修正を加え工期内の完成に努める｡ 
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（２） 出来形管理 

・ 出来形管理は設計図書に基づき管理するが､本工事の出来形管理は別紙−１の管理基準に示す箇所につい

て行う｡ 

（３） 品質管理 

・ 品質管理は設計図書に基づき管理するが､本工事の品質管理は別紙−２の管理基準に示す項目について行

う｡ 

（４） 写真管理 

・ 着工前､後は全景を撮影し､以後は随時工程の進捗による施工過程が判るよう別紙−３の管理基準に基づき管

理する｡ 

・ 写真管理はその目的及び意図を十分理解し撮影､整理する｡ 

特に工事完成後明視出来ない部分については、注意して撮影する。 

  （５） 監督員の立会、段階確認及び検査の予定 

      ・ 各工程で必要となる監督員による立会及び段階確認の工種、確認項目、確認時期などの予定は、以下のとお

り。 

     【立会・段階確認】 

工 種 種 別 確認項目 確認時期 備 考 

準備工 工事測量 基準点、水準点 工事着手前  

準備工 不陸整正工 幅、高さ、状況確認 施工完了時  

舗装工 下層路盤工 施工幅、厚さ、密度 施工完了時  

舗装工 上層工 施工幅、厚さ、密度 施工完了時  

     

 

【中間検査】 

工 種 種 別 確認項目 確認時期 備 考 

舗装工 上層工 施工幅、厚さ、密度 施工完了時  

     

 

８. 安全管理 

工事現場内の安全管理については､作業員の労働災害の防止並びに疾病を予防すると共に､第三者に対する災害の

絶無を図り工事期間中安全巡視を行う｡安全対策として下記の組織を構成し､又は事故発生時における連絡表を次に定

める｡ 

また､安全・訓練等の実施については､共通仕様書第１編１−１−26に基づき行い､別紙書式(安全・訓練の実施報告書)

に整理し､提出する｡ 
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（１） (安全委員会の構成) 

安全管理者 火気取締責任者 

 

安全衛生推進者 電気取扱責任者 

 

衛生管理者 車両取扱責任者 

 

機械取扱責任者 

 

安全巡視員 

 

（２） 安全管理を徹底するため工事期間中は安全巡視員がパトロールする｡ 

また､作業員全員により毎月半日以上の時間を割当て､定期的に安全に関する研修・訓練等を実施する｡ 

（３） 工事現場内において、下記の安全目標を設け、安全衛生管理を積極的に推進する。 

   目標 

     ・公衆災害の防止 

     ・労働災害の防止 

     ・疾病の予防 

（４） 火気取締責任者を決め、工事現場内を巡回し、火災防止を図る。 

また、油脂類及び塗料等の可燃物は、火気厳禁の指示を行い、周辺の整理整頓を実施し、作業終了後点検確認を 

行う。 

  （５） 配電する動力設備は、管理責任者を決め定期的に点検を実施し安全を図る。 

    また、施設は防護柵を設置し関係者以外の立ち入りを禁止する。 
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別紙 

 

安全・訓練等の実施報告書 

・ 実 施 年 月 日 

令和○○年○○月○○日(○曜日) 

○○時∼○○時 

・ 場 所 

○○県○市○○町 

現場事務所内 

・

参
 安全管理者､外作業員○○名 

・ 実 施 項 目 

ex ・工事内容の周知徹底 

・工事における災害対策訓練 

・工事現場で予想される事故対策 

・土木工事安全施工技術指針等の周知徹底 

・ 実 施 状 況 写 真 

 

 

実施状況写真の添付 
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９. 緊急時の体制 

（１） 大雨､出水､強風等の異常気象で災害発生の恐れがある場合は､次の組織構成で対応し､必要に応じ現場内をパト

ロールし警戒する｡また､現場内において事故発生又はそのおそれがある場合も同様の組織で対応する｡ 

なお､「南海トラフ地震臨時情報」発表時には､工事中断の措置をとり､これに伴う必要な補強・落下防止等の保全処

置を講ずる｡ 

 
 情報連絡先 

  情報の収集と関係機関への連絡 

 夜間休日連絡先 

 ＴＥＬ (   ) 

災害対策部長 

 対策係 

夜間休日連絡先  巡回､応急対策の指揮 

ＴＥＬ (   ) 夜間休日連絡先 

 ＴＥＬ (   ) 

 

 庶務係 

  避難誘導 

 夜間休日連絡先 

 ＴＥＬ (   ) 

 

（２） 作業現場内の事故発生時における連絡系統及び夜間又は休日における連絡方法は次のとおりとする｡ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者  

土木事務所  

担当監督員：〇〇〇〇 

主任監督員：〇〇〇〇 

総括監督員：〇〇〇〇 

ＴＥＬ 

受注者  

株式会社 

ＴＥＬ 

 

 
 

 

警察署 
 
ＴＥＬ 110 

消防署 
 
ＴＥＬ 119 

対策部長 
 
ＴＥＬ 

労基署 
 
ＴＥＬ 

市民病院 
 
ＴＥＬ 

市役所 
 
ＴＥＬ 

電気・ガス・水道
管理者等 
 
 
ＴＥＬ 

現場  

ＴＥＬ 
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（３） 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応は次のとおりとする｡ 

 
区 分 対          応 

調査中 ・情報収集を行い、関係者と連絡をとる。 
巨大地震注意 ・場合によっては、作業を中止する。 

・工事現場における施工構造物、仮設構造物、建設機械などについて、火災・延焼防止、敷

地外への倒壊、資機材の落下防止、燃料などの流出・漏えい防止措置をとる。 
・工事現場からの避難経路・避難場所の確認を行う。 

巨大地震警戒 ・作業を中止する。 
・工事現場における施工構造物、仮設構造物、建設機械などについて、火災・延焼防止、敷

地外への倒壊、資機材の落下防止、燃料などの流出・漏えい防止措置をとる。 
・工事現場から避難経路により避難場所へ避難する。 

 
（避難経路・避難場所） 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10. 交通管理 

（１） 道路交通関係法令及び共通仕様書第１編１−１−36の交通安全に関する各項を厳守し現場安全管理者の指示のも 

とに事故のないよう､特に注意する｡ 

 

（２） 残土運搬､資材運搬の経路は別紙−４のとおりとする｡ 

残土運搬中一般道路を通過するため､一般通行を優先し通行に支障のないよう､運転手には｢交通規則を守り運転

マナーの向上につとめる｡｣ことを指示､徹底させる｡ 

（３） 現場内交通安全対策は､共通仕様書第１編１−１−36に基づく保安施設を別紙−５のように設置するが､現場の状況､

施工方法及び監督員の指示により増配等を行って､必要箇所に所定の保安施設及び交通整理員を配置する｡ 

本線の規制方法は､２車線道路のうち片側１車線は閉塞し他の１車線を上り､下り交互に供する｡また､工事の施工は

日曜､祭日を除き８時30分から17時までの昼間作業とし､１日の作業を終える等工事を停止する時は､機械等を施工箇

所のうち障害となる事が最も少ない場所に集め､一般車両が過って衝突しないよう､バリケード､赤色燈で囲う｡ 

・ 工事施工箇所前方500､100､50ｍの各位置に工事箇所が予知できるよう工事看板を設置する｡ 

・ 工事施工箇所近辺には｢おねがい｣､｢段差あり｣､｢徐行｣､｢車両誘導｣等の看板又は標識を設置する｡ 
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・ 交通規制箇所にはバリケードをおいて工事区域を区画し､矢印板､交通整理員を配置して一般車両が過って工事区

域内に侵入しないよう誘導する｡ 

・工事責任者及び安全巡視員は常時現場を巡回し､安全不良の箇所がある場所には直ちに改善する｡ 

 （４） 過積載の防止 

・ 土砂、Co殻、As殻等の運搬に当たっては、過積載防止に努めるとともに、作業員への周知徹底を図る。 

・ 作業に使用する車両の積載量を事前に確認し、積載超過を防止する。 

・ 資材納入業者には、事前に過積載の無いよう指導する。 

 

11. 環境対策 

（１） 重機械を使用するときはエンジン等を必要以上に吹かしたりしないで振動､騒音等が少しでも押さえられるように努

める｡ 

（２） 資材搬入の調整や防塵対策、水質汚濁対策などに留意し､近隣住民に迷惑をかけないよう注意をはらう｡ 

なお､工事中地元住民等より苦情又は､意見があった場合は､丁寧に対応しただちに監督員に報告する｡ 

 

12.現場作業環境の整備 

（１） 現場事務所及び休憩所等には､職員及び作業員が快適に作業でき､ゆっくりと休憩の出来る環境のよい事務所とす

る｡テレビ又はラジオ､雑誌､四季の花､観葉植物等を置き※､環境作りに配慮する｡ 

地元住民と､気楽に対話できる現場とし､現場事務所の周囲にも花壇等を作り※､建設現場のイメージアップに務め

る｡ 

※は、一例として挙げたもので、これによる必要はない。 

（２） 現場内にクリーンボックス､灰皿を置き､現場と周辺の清掃を励行し、現場内と周辺を清潔に保つ。 

 （５Ｓ※徹底） 

   ※整理、整頓、清掃、清潔、しつけ 

 

13.再生資源の利用の促進 

（１） 再生資材の搬入及び再生資源の搬出する場合は、別紙様式一1「再生資源利用計画」、様式―2「再生資源利用

促進計画」のとおり提出する。 

また、工事完了後、速やかに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」、「再生資源利用促進実施書」を提出す

る。 

（2） 残土処理が必要となった場合には、監督員と協議し処分先を決定する。 

民間の有料残土処分場等へ搬出する場合には、『静岡県盛土等の規制に関する条例に基づき、発注者から提供され

る土砂等発生元証明書、土地の利用状況等の調査結果書』残土処理業者に提出する。 

また、残土処理処業者から分析調査を求められた場合には、監督に報告するとともに、静岡県盛土対策課からの「お

知らせ」等に基づき、地歴調査の結果により汚染のおそれの有無を確認してもらうことについて理解を求める。 

（3） それでもなお、残土処分場等から分析調査を求められた場合は、監督員と協議し分析調査が不要な他の処分場

へ搬出する等の対応を決定する。 
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14.創意工夫等 

創意工夫等について提案を記載する｡ 

・ 工事特性 他の類似工事に比べて、この現場特有の施工条件等 

・ 創意工夫 工事全体を通じて実施する工夫 

・ 社会性等 地域社会や住民に対する貢献 

なお､実施状況については､別紙６により提出する｡ 

 

15. その他 

仕様書､特記仕様書等で施工計画に明記又は､記載するよう指示されているものは必ず記述する｡ 

また、作業工程上やむを得ず夜間作業となる場合は、事前に夜間・休日作業届を提出するとともに、周辺住民及び関

係機関とも協議調整する。 

 

なお、以下の項目について該当する場合は、加えて記載すること。 

  ・ 総合評価型入札における技術提案 

  ・ 品質証明員の配置が必要な工事では、品質証明を行う内容、時期等の予定 

 ・ 低入札工事では、補助技術者の役割 
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別紙－１ 
 

出来形管理基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 種 測定項目 
規格値 

測定基準 測定箇所 摘要 個々の 

測定値(Ⅹ) 
平均の 

測定値(Ⅹｎ)

路面切削工 厚 さ ｔ －7 －2 厚さは40ｍ毎に現舗装高切削後の高

さの差で算出する。 

測定点は車道中心線、車道端及びそ

の中心とする。 

延長40ｍ未満の場合は、２箇所／施

工箇所とする。 

断面状況で、間隔、測点数を変える

ことが出来る。 

測定方法は自動横断測定法によるこ

とが出来る。 
 

 

幅 Ｗ －25  

  

工 種 測定項目 

規格値 

測定基準 測定箇所 摘要 個々の測定値 測 定 値の 

平均AＸ̄E Aｎ 
中規模
以上 

小規模
以下 

アスファルト舗装工 

（下層路盤工） 

基 準 高 ±40 ±50 - 基準高、幅は延長40ｍごとに、１

箇所の割とし、基準高は、道路中

心線及びその端部で測定する。 

厚さ は 2,000㎡までは ３個と

し、2,000㎡を超える場合は、

1,000㎡ごとに１個とし、掘起こし

て測定。ただし、幅は設計図書の測

点によらず延長40ｍ以下の間隔で

測定することができる。 

＊工事規模の考え方（舗装工関係共

通）中規模工事：施工面積2,000㎡以

上とする。小規模工事：施工面積

2,000㎡未満とする。 

なお、施工面積300㎡未満においては厚

さ管理を掘起し及びコアー以外の方

法 

→水糸による管理をすることができ

る。 

 

厚 さ －45 
AＸ̄E A3～A

Ｘ̄E A6 －10 

AＸ̄E A7～ －15 

幅 －50 AＸ̄E A3～ －20 

アスファルト舗装工 

（上層路盤工） 

粒度調整路盤工 
厚 さ －25 －30 

AＸ̄E A3～A
Ｘ̄E A6 －6 

幅は延長40ｍごとに、１箇所の

割とし、厚さは2,000㎡までは３

個とし、2,000㎡を超える場合は、

1,000㎡ごとに１個とし、掘起こ

して測定。ただし、幅は設計図書

の測点によらず延長40ｍ以下の間

隔で測定することができる。 

AＸ̄E A7～ －8 

幅 －50 AＸ̄E A3～ －20 

アスファルト舗装工 

（基層工） 
厚 さ －9 －12 

AＸ̄E A3～A
Ｘ̄E A6 －2 

幅は延長40mごとに、１箇所の割

とし、厚さは2,000㎡までは３個

とし、2,000㎡を超える場合は

1,000㎡ごとに１個としコアー

を採取して測定。ただし、幅は設

計図書の測点によらず延長40ｍ以

下の間隔で測定することができ

る。 

 

＊工事規模の考え方（舗装工関係共

通）中規模工事：施工面積2,000㎡以

上とする。小規模工事：施工面積

2,000㎡未満とする。 

なお、施工面積300㎡未満においては厚

さ管理を掘起し及びコアー以外の方

法 

→水糸による管理をすることができ

る。 

 

コアー採取について橋面舗装等でコア

ー採取により床版等に損傷を与える

恐れのある場合は、他の方法によるこ

とが出来る。 

 

AＸ̄E A7～ －3 

幅 －25 A  Ｘ̄E A3～ －10 
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工 種 測定項目 

規格値 

測定基準 測定箇所 摘要 
個々の測定値 

測 定 値の 

平均AＸ̄E Aｎ 
中規模
以上 

小規模
以下 

アスファルト舗

装工 

（表層工） 厚 さ －7 －9 

AＸ̄E A3～A
Ｘ̄E

A6 
－2 

幅は延長40mごとに、１箇所の割

とし、厚さは2,000㎡までは３個と

し 、2,000 ㎡ を 超 え る 場 合 は

1,000㎡ごとに１個としコアーを

採取して測定。ただし、幅は設計図

書の測点によらず延長40ｍ以下の

間隔で測定することができる。 

平坦性について 

・カーブの多い山間地、および測定線

の全線→一測線が100ｍ未満の場合は

省略することができる。 

・測定方法、測定箇所については、舗

装試験法便覧による。 

 

AＸ̄E A7～ －2 

幅 －25 AＸ̄E A3～ －10 

平 坦 性 

直読式標準偏差（σ） 
1.75㎜以内 
３ｍプロフィルメーター標準
偏差（σ）2.4㎜以内 

工

 
測定項目 規格値 測定基準 測定箇所 摘要 

区画線工 厚 さ ｔ 

（ 溶 融 式 の み ） 
設計値以上 

各線種毎に、１箇所テストピースによ

り測定。 

  

幅 ｗ 設計値以上 

 

 

 



 

別紙−２        品質管理基準 

 
工 

種 種 

別 

 
 

試験 

区分 

試験項目 試 験 方 法 規 格 値 試験基準 摘 要 
試験成績

表等によ

る確認 

７
下
層
路
盤 

材
料 

必
須 

修正CBR試験 舗装調査・試験法 

便覧 

[４]-68 

再生下層路盤材：修正CBR40%以上 

 

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることが

できる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

 

○ 

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 JIS A 5001 

表２参照 

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることが

できる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

○ 

土の液性限界・塑性限界試

験 

JIS A 1205 塑性指数PI：６以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・鉄鋼スラグには適用しない。 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることが

できる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 
 

 

○ 

鉄鋼スラグの水浸膨張性試

験 

舗装調査・試験法 

便覧 

[４]-80 

1.5％以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・CS：クラッシャラン鉄鋼スラグに適用す

る。 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることが

できる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

 

 

 ○ 

道路用スラグの呈色判定試

験 

JIS A 5015 呈色なし ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることが

できる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

 

 ○ 

-39- 

作成例 



 

作成例 
 
 
 

工 

種 

種 

別 

 

試験 

区分 

試験項目 試 験 方 法  規 格 値 試験基準 摘 要 
試験成績

表等によ

る確認 

７
下
層
路
盤 

材
料 

そ
の
他 

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 再生下層路盤材に用いるセメントコンク

リート再生骨材は、すり減り量が40％以

下とする。 

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時 

・小規模以下の工事：施工前 

・再生下層路盤材に適用する。 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・材料の品質証明書によることがで

きる。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

 

 ○ 

  

施
工 

必
須 

現場密度の測定 舗装調査・試験法 

便覧 [４]-256 

 

砂置換法（JIS A 

1214） 

 

砂置換法は、最大粒

径が53mm以下の場合の

み適用できる 

 個々の測定値 測定値の平均値Ｘｎ ・2,000㎡までは３個とし、

2,000㎡を超える場合は、1,000

㎡につき１個加算する。 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

・300㎡以下は省略できる。 

 

車道、路肩等 最大乾燥密度の93％

以上 
Ｘ
－

₃＝97％以上 

Ｘ
－

₄～₆＝96％以上 

Ｘ₇～₁₀＝95％以上 

歩道 

（密度を落とした場

合） 

最大乾燥密度の88％

以上 
Ｘ
－

₃＝90％以上 

Ｘ
－

₄～₆＝89.5％以上

Ｘ₇～₁₀＝89％以上 

プルーフローリング 舗装調査・試験法 

便覧 

[４]-288 

 ・全幅、全区間で実施する。 ・荷重車については、施工時に用い

た転圧機械と同等以上の締固効果

を持つローラやトラック等を用い

るものとする。 

・300㎡以下は省略できる。 
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作成例 
工 

種 

種 

別 

 

試験 

区分 

試 験 項 目  試 験 方 法  規 格 値 試験基準 摘 要 
試験成績

表等によ

る確認 

７
下
層
路
盤 

施
工 

そ
の
他 

平板載荷試験 JIS A 1215  1,000㎡につき２回の割で行

う。 

・セメントコンクリートの路盤に

適用する。 

 

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102  ・中規模以上の工事：異常が認

められたとき。 

・中規模工事：2,000㎡以上とす

る。 

・小規模工事：2,000㎡未満とす

る。 

 

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：６以下  

 

含水比試験 

 

JIS A 1203 
設計図書による。  -41- 

記入例につき、以下省略。 
 
各工種の品質管理基準について記載する。 
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別紙－３ 
写 真 管 理 基 準 

分類 工 種 撮 影 項 目 撮影時期 撮 影 頻 度 摘 要 

着
手
前
及
完
成
写
真 

着 手 前 
全景又は代表部分写
真 

着手前 着手前１回  

完 成 
全景又は代表部分写
真 

完成後 施工完了後１回  

施
工
状
況
写
真 

工 事 施 工 中 

全景又は代表部分の
工事進捗状況 

月末 月１回  

施工中の写真 

施工中 

工種､種別毎に共通仕様
書及び諸基準に従い施
工していることが確認でき
るように適宜 

 

施工中 

高度技術・創意工夫・社
会性等に関する実施状
況が確認できるように適
宜 

高度技術・創意工夫・社会性
等に関する実施状況の提出
資料に添付 

仮 設 
( 指 定 仮 設 ) 

使用材料､仮設状況､
形状寸法 

施工前後 １施工箇所に１回  

図 面 と の 
不 一 致 

図面と現地との不一
致の写真 

発生時 必要に応じて  

安
全
管
理
写 

安 全 管 理 

各種標識類の設置状
況 

設置後 各種類毎に１回  

各種保安施設の設置
状況 

設置後 各種類毎に１回  

監視員交通整理状況 作業中 各１回  

 
安全訓練等の実施状
況 

実施中 実施毎に１回  

使
用
材
料
写
真 

使 用 材 料 

形状寸法 検収時 各品目毎に１回  

検査実施状況 検査時 各品目毎に１回  

 

作成例 
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分類 工 種 撮 影 項 目 撮影時期 撮 影 頻 度 摘 要 

品
質
管
理
写
真 

ア ス フ ァ ル ト 
舗 装 
( プ ラ ン ト ) 

粒度 

試 験 
実 施 中 

合材の種類毎に１回  
アスファルト量抽出粒
度分析試験 

温度測定 

ア ス フ ァ ル ト 
舗 装 
( 舗 設 現 場 ) 

現場密度の測定 

試 験 
実 施 中 

合材の種類毎に１回  

温度測定 

外観検査 

すべり抵抗試験 

出
来
形
管
理
写
真 

路 面 切 削 工 幅､厚さ 施 工 後 施工箇所に１回 

 

基 層 工 
表 層 工 

整正状況 整 正 後 
200ｍ又は施工箇所に１
回 

タックコート､プラ 
イムコート 

散 布 時 各層毎に１回 

抜取りコア厚さ 抜取り後 全数量 

平坦性 実 施 中 １工事１回 

区 画 線 工 

材料使用量 施工前後 全数量 

 

施工状況 施工前後 施工日に１回 

 

作成例 



 

別紙－４ 

位 置 図 等 

 

(資材運搬の径路図) (現場事務所配置図) 住所 ○○市○○町 

    
 
 

(現場事務所位置図) (仮設電力受電位置図) 

    
 
 
 

-44- 

作成例 

以上は一例であり、残土運搬経路等必要な経路図、

位置図等を記載すること。 



 

別紙－５ 

現 場 内 交 通 安 全 対 策 等 

通行止の場合 (保安施設の配置状況) 

    
 

 
 

 
  （注） 道路標識､区画線及び道路標示に関する命令 

(抜 粋) 
｢規制予告｣ を表示するものについては､記号は､標示

板に表示する当該規制標識又は指示標識の種類に応じ

て別表第二備考一の(三)の３並びに４の(1)及び(2)に
規定するところによるものとし、「規制予告（409-
A）」を表示するものについては、文字及び緑線を着

色地を白色とし､「規制予告（409-B）」を表示するも

のについては､文字､道路を標示する記号及び縁を白

色､矢印を黒色､地を青色とする｡ 

-45- 

作成例 

※ 必要に応じて交通誘導員を

配置する。 



 

別紙－５－２ 

夜 間 交 通 対 策 図  

 

 

 

施 工 工 程 計 画 図 

 

 

 

 

舗装取壊から舗装完了までの縦断段

差の交通対策として路肩段差部分に

上図の様に保安施設を設置する｡ 

-46- 

作成例 
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※一例として引用したものであり、施工計画の例と一致しない。 

作成例 



 

48 
 

※一例として引用したものであり、 
施工計画の例と一致しない。 

作成例 

-48- 



 

49 
 

作成例 

※一例として引用したものであり、 
施工計画の例と一致しない。 
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50 
 

№22 
土木工事共通仕様書第１編１－１－18 

搬 入 ・ 搬 出 調 書 
別紙［様式－３］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注） 適用しないものは      で消すこと｡ 

再 生 材 発 生 資 源 名 称 規 格 
搬入 

量 ( ｔ o r m 3 ) 年 月 日 
搬 入 先 

備 考 
搬出 搬 出 先 

       

       

       

       

       

       

       

作成例 

-50- 

※ 生資源利用計画書（実施書）」及び「再生資源利用促進計画書（実施書）」により報告しない

建設副産物がある場合は、搬入・搬出調書を提出する。 
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(別紙６−１) 

工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況 

１． 該当する項目の□にチェックマークを記入｡ 

２. 具体的内容の説明として､写真・ポンチ絵等を説明資料に整理｡ 

  

工 事 名  請 負 者 名  

項 目 評 価 内 容 備 考 

□工事特性 

 

施工条件等へ

の対応 

□構造物の特殊性へ

の対応 

構造物の高さ、延長、施工（断）面積、施工震度等の規模が特殊な工事 

構造物の形状が複雑であることなどから、施工条件が特に変化する工事 

□都市部等の作業環

境、社会条件等へ

の対応 

地盤の変化、近接構造物、地中埋設物への影響に配慮する工事 

周辺環境条件により、作業条件、工程等に大きな影響を受ける工事 

周辺住民等に対する騒音・振動を特に配慮する工事 

現道上での交通規制に大きく影響する工事 

緊急時に対応が特に必要な工事 

施工箇所が広範囲にわたる工事 

□厳しい自然・地盤

条件への対応 

特殊な地盤条件への対応が必要な工事 

雨・雪・風・気温・波浪等の自然条件が大きな工事 

急峻な地形及び土石流危険渓流内での工事 

動植物等の自然環境の保全に特に配慮しなければならない工事 

□長期工事における

安全確保への対応 

当初契約から12ヶ月を超える工期で、事故が無く完成した工事（全面一時

中止期間は除く） 

□創意工夫 

 

｢高度技術｣で

評価するほどで

ない軽微な工

夫 

□準備・後片付け  

□施工関係 施工に伴う機械､器具､工具､装置類 

二次製品､代替製品の利用 

施工方法の工夫 

施工環境の改善 

仮設計画の工夫 

施工管理､品質管理の工夫 

□品質関係  

□安全衛生関係 安全施設・仮設備の配慮 

安全教育・講習会・パトロールの工夫 

作業環境の改善 

交通事故防止の工夫 

□施工管理関係  

□その他  

□社会性等 

 

地域社会や住

民対する貢献 

□地域への貢献等 地域の自然環境保全､動植物の保護 

現場環境の地域への調和 

地域住民とのコミュニケーション 

ボランティアの実施 

作成例 
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 (別紙６−２) 

工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施状況(説明資料) 

説明資料は簡潔に作成するものとし､必要に応じて別葉とする｡ 

 

工 事 名 ／ 

項 目 創意工夫 評 価 内 容 地域貢献 

提 案 内 容 現場と周辺の清掃活動 

(説明) 

 

工事施工期間中、定期的に現場周辺の清掃活動を行い、施工箇所周辺の美化を図る。 

(添付図・写真) 

 

１．実施範囲は、以下の図のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２．清掃活動実施計画 
 
 ○月○日  周辺のごみ拾い、路面清掃 
 
 ○月○日  側溝清掃 
 
 ○月〇日  地域の美化活動に参加 
 
３．期待される効果 
  現場内とその周辺を清潔に保ち、美化に努めることにより環境の良い作業環境を確保する。 
 また、実施により当工事のイメージアップや地域住民とのコミュニケーションを図り、円滑に工事が施工で

きるよう努める。 
 
 
※ 
・実施内容を簡潔かつ具体的に記述し、抽象的な表現はしない 
・実施の手順、得られる効果は何か記述する。 
・写真、ポンチ絵などにより理解しやすい資料とする。 
・評価に値しないものがあれば何が不足しているのか等、請負者に口頭で説明する。 

作成例 

平面図、写真等で工事現場の位置と具体的な実施範囲を明示。 
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３−２ 施工手続き 

工事の施工に関する手続きは､次に定める方法によることを原則とする｡ 

 

（１） 指示､承諾､協議に関する手続き(執行規則第21条､土木工事共通仕様書又は農林土木工事共通仕様書 

第１編１−１−２条） 

 

ア 指示､承諾､協議の定義 

着手から完成までの段階における監督員と現場代理人等との指示､承諾､協議に関する手続きは､軽微なものを除

き原則として書面により行い､その定義は次のとおりである｡ 

（ア） 指示とは､契約図書の定めに基づき、監督員が受注者に対し､工事の施工上必要な事項について書面により

示し､実施させることをいう｡ 

（イ） 承諾とは､契約図書で明示した事項について､発注者若しくは監督員または受注者が書面により同意すること

をいう｡ 

（ウ） 協議とは､書面により契約図書の協議事項について､発注者または監督員と受注者が対等の立場で合議し､結

論を得ることをいう｡ 

 

イ 指示､承諾､協議の手続き 

指示､承諾､協議の手続きは､監督要領第６条に定める書類の様式−１により次のとおり取り扱う｡ 

 

指 示 書      

担当監督員が３部作成す

る｡ 

１.起案する｡ 

(決裁後契約図書に綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

３. 決裁後受注者に交付する｡ 

（注） 指示､承諾､協議につ

いて決裁者が契約担

当者か監督員か注意

すること｡   

承 諾 書  

受注者が作成し､担当監

督員に３部提出する｡ 

１. 担当監督員は審査し起案

する｡ 

(決裁後契約図書に綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

３. 決裁後承諾する旨記入し

署名し受注者に交付する｡ 

  

協 議 書 

監督員より協議する場合､

担当監督員が３部作成す

る｡ 

１. 起案する｡(決裁後契約図

書に綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

３. 決裁後受注者に交付する｡ 

 

受注者は協議に対し承諾す

る旨記入し､記名の上、担当

監督員に２部提出する｡ 

監督員は受理したとき 

１. 起案する｡(決裁後契約

図書に綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

受注者より協議する場合､

受注者は３部作成し､担当

監督員に提出する｡ 

１. 担当監督員は審査し起案

する｡ 

(決裁後契約図書に綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

３. 決裁後承諾する旨記入し

記名の上、受注者に交付す

る｡ 
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（２） 工事材料について(執行規則第24条､土木工事共通仕様書又は農林土木工事共通仕様書第２編第２章) 

ア 材料の使用について 

受注者は工事に使用する材料を監督要領に定める様式−１(協議書)により使用材料品質証明書(品質を証明する｡

カタログ・見本品等)を監督員に提出する｡ 

イ 監督員による検査(材料検査) 

監督員は提出された使用材料品質証明書を設計図書に基づき規格､品質証明書等を照合して検査確認をする｡ 

(材料の検査は、執行規則第24条第7項、検査技術基準) 

ウ 材料検査簿(執行規則に定める様式第13号) 

主要な工事材料で検査を受ける際に外部から明視することができないもので､材料検査を行った時は材料検査簿

に記入し監督員の検印を受ける｡ 

 

（３） 支給材料に関する手続き(執行規則第26条､土木工事共通共通仕様書第１編１−１−16又は農林土木工事共通仕様 

書第１編1-1-19) 

  

１． 請負者は､支給材料を受領したときは､支給材料受

領書(監督要領第６条に定める様式－２)を担当監督員

に２部提出する｡ 

２. 請負者は､支給材料を使用したときは､支給材料受

払簿(監督要領に定める様式－３)に記入する｡ 

３. 請負者は､支給材料の使用を完了したときは､支給品

精算書(土木工事共通仕様書に定める様式-22又は

農林土木工事共通仕様書に定める提出書類-19)に

支給材料受払簿を添付して担当監督員に提出する｡ 

 担当監督員は､支給材料受領書

及び支給材料清算報告書を受領し

たときは､審査し 

１. 起案する｡(決裁後契約図書に

綴る) 

２. 担当監督員の控とする｡ 

 

 

（４） 施工検査及び施工立会(執行規則第25条､契約約款第14条､土木工事共通共通仕様書第１編１−１−6又は農林 

土木工事共通仕様書第１編1-1-8) 

監督員は､契約図書において監督員の施工検査又は立会を受けるものと指定された工事について､受注者より検査

又は立会を求められたときは遅滞なくこれに応じ､当該工事の施工を適切に行ったことを証明する工事写真等の記録

を受注者に整備させる｡ 
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（５） 現場発生品に関する手続き(土木工事共通共通仕様書第１編１−１−17又は農林土木工事共通仕様書第１編 

1-1-20) 

 

受注者は工事施工に伴い現場

発生品が生じたときは､ 現場発

生品届 (監督要領に定める様

式－４→土木工事共通仕様書

様式-25又は農林土木工事共

通仕様書提出書類-22) を担当

監督員に２部提出するとともに､ 

監督員の指示に従い処置する

ものとする｡ 

 担当監督員は現場発生品届を

受理した時は､ 数量を確認し 

１. 報告する｡ 

２. 担当監督員の控とする｡ 

 

 

（6） 休日又は夜間作業に関する手続き(土木工事共通仕様書第１編１−１−36又は農林土木工事共通仕様書第１編 

1-1-43) 

 

受注者は､工事の施工に伴っ

て夜間又は休日作業の必要

が生じた場合は､休日又は夜

間作業届(監督要領に定める

様式−５→土木工事共通仕様

書様式-37又は農林土木工事

共通仕様書提出書類-35)を

担当監督員に提出するものと

する｡ 

 担当監督員は夜間又は休日作

業届を受理した場合には､作業

内容を審査し夜間及び休日は

監督員の立会は原則的にはで

きないため､必要な指示を行うも

のとする｡ 

 

（注） 休日又は夜間作業に対して監督員が対応可能か提出するものである｡ 
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支 給 品 精 算 書 

 

令和   年   月   日 

 

                   様 

 

 住所 

受注者 商号 

 氏名(法人にあっては､代表者の氏名)   

 

工 事番号  

建設工事名  

   年   月   日締結した請負契約に基づく支給品について､下記のとおり精算しました｡ 

 

記 

品 名 規 格 単 位 
数 量 

摘 要 
支 給 数 量 使 用 数 量 残 数 量 

       

       

       

       

       

 

上記の支給精算書は事実に相違ないことを証明する｡ 

監督員 
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３−３ 施工管理 

受注者は､設計図書に定められた目的物を契約の工期までに適正に施工するために工事の過程において､統計的手

法あるいは担当者の創意工夫等により必要な施工管理を行わなければならない｡ 

管理すべき項目は施工計画書の施工管理の項に明示し､監督員との協議がととのい次第管理図表等(実測値・検査測

定値等は空欄)を作成する｡ 

監督員は､立会､段階確認､審査等の方法により、受注者の施工管理の状況を把握しておかなければならない｡ 

工事の施工管理は､土木工事共通仕様書第１編１−１−23又は農林土木工事共通仕様書第１編1-1-30に基づく施工

管理基準から次のように定められている｡ 

 

  管 理 機 能   

     

  工 程 管 理   

     

施 工 管 理  出 来 形 管 理  写 真 管 理 

     

  品 質 管 理   

施工管理は､工事完了後の結果ではなく､その過程であるので､日々の管理をおこたってはならない｡ 

 

 計画  実施  検討  処理  

 

 

よい管理を行うためには､施工管理を司る現場代理人や主任技術者等､及びこれを補佐する者は､以下の管理の手順

に従って､計画・実施・検討・処理の段階を反復進行させることが大切である｡ 

 

（１） 工程管理 

ア 工程管理の手順 

 

計画  処  置 

施工計画 

工程表の作成 

 
作業法の改善修

正計画 

   

実施  検討 

工事施工の指

示･監督処置 
 

計画と実績との

対比 

差異の原因分析 

  

バーチャート 

①計画   施工計画→実施工程表   ネットワーク 

工程管理曲線 

②実施   労力､ 材料､ 機械､ 資金などを手配し工事

を指示､ 監督しながら施工する｡ 

③検討   計画と実績を対比させ､ 差異の原因を分析

する｡ 

④処置   計画からはずれていれば､施工条件の変化

などを考慮して､ 作業法の改善策を検討し

て計画を修正する｡ 

① ④ 

② ③ 

｛
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イ 工程管理の実施 

区 分 方 法 管理データー 検 討 是 正 処 置 備 考 

全体工程管理 

①バーチャート 

②バーチャートに曲線

工程表を付加する｡ 

③必要に応じネットワー

ク図とする｡ 

施工計画書の

実施工程表 
計画と実施の対比 

全 体 工 程 で −

10％以上の差異

が生じた場合は

改 善 策 を 構 ず

る｡ 

 

注：工事工程月報を主任監督員の指示により提出するものとする｡ 

 

（２） 出来形管理 

ア 出来形管理の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者は管理表を常に現場に携帯し､出来形測定の都度実測値を記録してその結果に検討を加え､次の工程に

反映させるように管理する｡ 

  

出 来 形 管 理 

管 理 方 法 の 確 認 

施 工 

出 来 形 測 定 

検 討 

判 定 

施 工 検 査 

判 定 

継 続 

施 工 計 画 書 

様 式 １ － １ 

出 来 形 図 

設計､実測値の対比 

対 応 策 

監 督 員 

規 格 値 

管 理 項 目 

管 理 方 法 

施 工 管 理 基 準 

出 来 ば え 

問題あり 
なし 

あり、協議 

OK 

NG 
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イ 出来形管理図表 

出来形管理図表は、測定数が５点以上の場合作成する。 

出来形管理図表は､下記により作成し､施工単位完了ごとに監督員に報告した後､受注者が保管し完成届に添え

て提出する｡ 

 

（作成方法） 

（１）施工管理基準様式2－1、－3は記入例による。 

（２）法長の変化するブロック積擁壁や取付部の舗装面積などは展開図の設計値に出来形値を表示する。 

（３）出来形の単位は㎜を原則とする。 

  



 

1 
 

工 事 工 程 月 報 (   月 分 ) 
 

住 所 

受注者 商 号 又 は名 称 

氏 名   令和  年  月末現在 

工 事 名 

路線 

名 等 

箇 所 

契 約 額 工 期 

工 程  上段 計画％ 

下段 実績％ 
  

備 考 

河川 市町 字 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 
1 月 2 月 3 月 

前半 後半 前半 後半 前半 後半 

     
・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

 
    

・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

     ・ ・                  
・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

     
・ ・                 

・ ・                 

１. 複数工事を受注している場合には上より順に列記するものとし､ 完成した工事があっても消さないものとする｡ 

２. 監督員が指示した場合には実施工程表により進捗状況を説明するものとする｡ 
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施工管理基準様式2−１ 

重 力 擁 壁 工 測 定 結 果 一 覧 表 
工 事 名  令和○○年度○○○○○工事 測 定 者                       

重 力 擁 壁 工 出 来 形 管 理 表 

測定項目 記号 摘要 

基準高   

幅   

〃   

高さ   

長さ   

   

   

   

   

   

   

   

 

  

測定項目 測  点 （A） 
設計値 

（B） 
実測値 

(C）=(B)-(A) 
差 規格値 （D） 

検査測定値 
(E）=(D)-

(A) 
Ｈ(基準高) №101 15.472 15.459 －13 ±50   

ａ１(上幅)  400 404 4 －30   

ａ２(下幅)  1.400 1.407 7 〃   

ｈ(高さ)  2.500 2.521 21 －50   

Ｈ №102 15.872 15.892 20 ±50   

ａ１  400 410 10 －30   

ａ２  1.400 1.406 6 〃   

ｈ  2.500 2.481 －19 －50   

Ｌ(延長)  20.470 20.510 －40 －50   

Ｈ №105＋５ 15.943 15.922 －21 ±50   

ａ１  400 406 6 －30   

ａ２  1.480 1.489 9 〃   

ｈ  2.700 2.710 10 －50   

Ｈ №106 15.943 15.940 －3 ±50   

ａ１  400 396 －5 －30   

ａ１  1.440 1.447 7 〃   

ｈ  2.600 2.589 －11 －50   

Ｈ №107 15.943 15.963 20 ±50   

ａ１  400 403 3 －30   

ａ２  1.440 1.430 －10 〃   
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施工管理基準様式－３ 

工事名   令和○○年度 ○○○○○工事 重力擁壁工出来形管理図表 

受 注 名 ○○○○○        

測 定 者 ○○○○○        

 

 
 
 

 
 

基 準 高 上 限 値 
基準高規格値 80％値 
 

基準高規格値 50％値 
 
 
 
 

基準高規格値 50％値 
 

基準高規格値 80％値 
基 準 高 ・ 高 さ 下 限 値 
 
 

基準高規格値 50％値 
 

基準高規格値 80％値 
 
 
 
 
 
規 格 値 5 0 ％ 値 
 
規 格 値 8 0 ％ 値 
下 限 値 
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ウ 現地表示(マーキング)  

出来形は､下記により現地に表示するものとする｡ 

時
期 

場
所 

単
位 

大
き
さ 

材
料 

色 

  

延長の例示 

 

設計値 

(黒又は白) 

 

 

 

実測値(赤) 

測定方向に矢印をかく 

上げ墨の例示 
(不可視部分) 

護岸工 

監督員との

打合せによ

り決定する｡ 

㎜ 
３㎝程

度 

ペイン

ト等 

黒(白). 

赤及

び青  

根入れ長 

▽＋2,000(赤) 確認

出来る箇所に明示す

る 

 

  
 

（３） 品質管理 

ア 品質管理の意味 

 

 

 

イ 品質管理の手順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

=13,500 
13,500 

目的物の品質保証 

現場又は試験室での試験等 施工(加工)の保証 

材 料 の 保 証 
製造工場の品質証明書等 

現場又は試験室での試験等 

品 質 管 理 

管理方法の確認 

品 質 管 理 

新材料 材 料 搬 入 

材 料 検 査 

判 定 

施工(加工) 

試 験 

審 査 

判 定 

継 続 

施 工 計 画 書 
管 理 項 目 

管 理 方 法 
施工管理基準等 

監 督 員 

施工検査 

使用材料品質証明書  提出 

外 観 

廃 棄 

試 験 

O K 

O K 
N G 

N G 

立
会 

使
用
材
料
の 

確
認
及
び
検
査 
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ウ 品質管理図表 

品質管理図表は、測定数が５点以上の場合作成する。  

品質管理図表は､ 土木工事施行管理基準おける品質管理基準の管理方法により作成し､ 各種工種の完了した段

階ごとに監督員に報告した後､ 受注者が保管し完成届に添えて提出する｡ 

 
（４） 写真管理 

写真管理は､ 施工管理の一環として､ 工事等の施工記録と工事完成の出来形と品質管理の確認等を行うものとする｡ 

(電子媒体 (デジタルカメラ等) によるものを含む) 

ア 写真撮影の要素 

…… 被写体は何か｡施設状況か､寸法確認か､数量確認か､それぞれ目的がある｡ 

…… 撮影者は誰か｡ 

…… どこで又どこを写したか｡ 

…… 工事は常に進捗している｡撮影時間､施工順序､進歩状況等｡ 

…… 監督員立会､撮影方法 

 

イ 工事写真の分類と整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何 を 

誰 が 

どこで 

い つ 

いかに 

試
験 

安 全 管 理 

材 料 検 収 

品 質 管 理 
 

出 来 形 管 理 
 

災 害 

工
事
写
真 

施 工 状 況 

着 手 前 及 び 完 成 

そ の 他 

安全施設の設置状況 

品 目 毎 

各 試 験 ( 測 定 ) 別 に 

写真管理基準により 

状 況 

工 程 進 捗 状 況 

全 景 ､ 主 要 工 種 

公害 ､環境 ､補償 

施 工 中 

………毎月末に 

………施工順序に 

…試験測定状況 

着工前に 
……寸法確認 

完成埋戻後 

…関係個所着手前後 
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ウ 一般基準 

撮影の仕様 写真管理 工事写真の提出整理 

写真の色彩やサイズは以下のとおりとする。 

(1) 写真はカラーとする。 

(2) 有効画素数は小黒板の文字が判読できることを

指標とする。（100～300万画素程度=1,200×900程度

～2,000×1,500程度）映像と読み替える場合は、以

下も追加する。 

(3) 夜間など通常のカメラによる撮影が困難な場合

は、赤外線カメラを用いる等確認可能な方法で撮影

する。 

(4) フレームレートは、実速度で撮影する場合は、

30fps程度を基本とする。 

＊高速度での視聴を目的とする場合は、監督員と協

議のうえ、撮影時に必要な間隔でタイムラプス映像を

撮影することができる。 

主要な工事段階の区切り等では

次により監督員の確認をうける｡ 

（１） 段階確認 

（２） 監督員に指示された場合

はその都度 

「撮影箇所一覧表」（土木工事施工管理基準 

写真管理基準-3又は農林土木工事施工管理

基準 写真管理基準-4）の「撮影頻度」に基づ

いて撮影した写真原本を電子媒体への格納

方法（各種仕様）は「デジタル写真管理情報基

準（国土交通省）」に基づくものとする。 

工事写真撮影等の留意事項 

撮影箇所一覧表の適用について、次の事項に留意するものとする。 

(1) 撮影項目、撮影頻度等が工事内容により不適切な場合は、監督員の指示に

より追加、削減するものとする。 

(2) 不可視となる出来形部分については、出来形寸法（上墨寸法含む）が確認で

きるよう、特に注意して撮影するものとする。 

(3) 撮影箇所がわかりにくい場合には、写真と同時に見取り図（撮影位置図、平

面図、凡例図、構造図など）を参考図として作成する。 

(4) 撮影箇所一覧表に記載のない工種については監督員と写真管理項目を協

議のうえ取扱いを定めるものとする。 

(5) フィルムカメラを使用した撮影～提出とする場合は、監督員と提出頻度等を

協議のうえ、取扱いを定めるものとする。 
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３−４ 安全管理 

受注者は､工事現場内での労働災害等を防止するため､「労働安全衛生法【同法施行令､同法施行規則】」（厚生労働省）､

「土木工事安全施工技術指針」（国土交通省）、「建設工事公衆災害防止対策要綱」（国土交通省）、「地下埋設物の事故防

止マニュアル」（中部地方整備局）、「架空線上空施設の事故防止マニュアル（案）」（中部地方整備局）、「道路標識令」（国

土交通省）、「道路工事作業場における道路標識、標示施設及び防護施設等の設置要領」（静岡県）､「建設工事に伴う騒音

振動対策技術指針」（国土交通省）及びその他の法の遵守事項をもとに実施するものとし､施工計画書に記載するものとす

る｡なお､留意事項は下記のとおりである｡ 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、工事については「工事事故行動計画」(H30.8)、業務委託については「建設関連業務委託事故防止計画」(R4.4)をに基

づき、「予想される事故対策リスト」及び「工事事故ハザードマップ」を施工計画書に、「安全作業宣言」を業務計画書に添付し 

安全対策に努めることとしている。 

留意事項 

工事の安全 

安 全 教 育 

一般の安全 

目的物の 
安 全 

労働安全 

工事目的物の内容を把握し､ 目的物の完成後の安全を考慮した施行方法

によるものとする｡ただし､現地の状況から不安が感じられる場合には､ 
受注者は監督員に報告するものとする。 

土木工事安全施工技術指針の内容を日々の安全管理に反映させること｡ 

「土石流危険河川」における工事では､ 規定を定めて､ 雨量観測､ 監視

員の配置警報･避難施設の設置など土石流災害防止の措置を講ずること｡ 

道路路面上の工事等では作業員の安全を確保するため､ 必要に応じて監

視員または誘導員等を配置すること｡ 

通行車両
の 安 全 

工事車両
の 安 全 

沿道物件
の 安 全 

歩行者の
安 全 

片側交互交通に使用する旗は赤及び白とすること｡ 
危険物を使用する場合は､ 通行車両等に通知し危険予防につとめること。

防護施設､ 交通標識等は利用者の立場で設置を決めること｡ 

舗装の舗装中は段差を設けないよう暫定的にスリ付を行うこと｡ 

歩行者の安全を確保するため､ 柵及びロープで通行中の確保と転落防止

につとめること｡ 

通園､ 通学に指定された道路での作業に注意すること｡ 

施工現場付近の人家等に対する影響については､ 事前に調査し､ 施工法

の検討の外､ 事後の照合等にそなえておくこと｡ 

日々の変化には充分注意すること｡ 

万一被害が発生した場合には､ 早急に監督員に連絡すること｡ 
工事に使用するダンプトラック､ 生コン車等の交通安全教育を徹底する

こと｡ 

工事に使用するリフト車､ クレーン車については､ 一般通行者に危険を

及ぼすおそれがあるか､ よく確認し､ 必要な場合は通行止めを行って作

業を行うこと｡ 

ナンバープレートがない車両 (バックホウ､ブルドーザ､ロードローラ

等)は道路を自走させないこと｡ 

安全・訓練等､ 安全活動のビデオ放映等による安全教育を毎月あたり半

日以上実施すること。 
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（１）工事事故防止行動計画 

 受注者は、発注者が契約図書に添付する「工事安全管理に関する特記仕様書」により、当該現場の災害リスクを予測し、 

その対策を明記した「予想される事故対策リスト」を作成する。 

受・発注者（総括監督員または主任監督員を含む）は、施工着手前の適切な段階で、受注者が作成した「工事事故ハザー

ドマップ」を現地において合同で検証し、事故対策の実効性を確認する。 

 受注者は、施工計画書に基づき、安全対策を実施するとともに、工事の進捗に応じて、災害リスクの予測を適切に見直し、安

全対策に反映させる。 

 

 

 

 

予想される事故対策リスト（作成例） 

予想される事故対策リスト 
位

置

番

号 

【事故の種別】 

予想される事故 
左記の安全対策 対策における留意点 

確

認

日 

① 

【挟まれ・巻き込まれ】 

移動中の機械との接触による

身体の転倒や挟まれ事故 

・稼働させる機械の周囲への

立入禁止措置 

・監視人の配置 

・機械移動範囲の地盤等安定

保持 

・機械と接触するときには、

機械が作動しない状態であ

ることの確認を徹底する 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

② 
【墜落・転落】 

足場組立作業中の転落事故 

・先行手摺の設置 

・安全帯の固定 

・作業がない時は、足場への

入口を塞ぐなどの予防対策

も有効 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

③ 

【地下埋設物】 

ドリルやリッパ等による埋設

管（線）の破断事故 

・管、線の管理者、及び利用

者に現地立会を求め、埋設

位置を予め確認 

・確認が十分にできない場合

には、監督員と協議の上、

人力掘削による試掘を行

う。 

・個人所有の引込管等は存在

が不明の場合もあることに

留意する 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

④ 

【架空線】 

重機のブーム等による架空線

の切断事故 

・防護カバーの設置 

・高さ制限装置の設置 

・注意看板の設置 

・立入禁止区域の指定 

・選任監視人の配置 

・施設管理者に施工方法等の

確認、立会を求める 

・関係作業員への施設情報等

の周知徹底 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

⑤ 

【第三者立入】 

第三者の誤進入による接触、

転倒事故 

・進入防止柵等による立入禁

止範囲と通行可能範囲の明

示 

・施工段階に応じて範囲の設

定を変更し、隙間の発生を

防ぐ 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

⑥ 

【交通事故】 

ダンプトラックと歩行者・自

転車との接触事故 

・交通事故のハザードマップ

を作成・配布し、運行時の

危険個所を周知 

・運行経路、時間帯にも配慮

する。 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

⑦ 

【クレーン等の転倒】 

アウトリガー据え付け箇所の

不等沈下等によるクレーン等

の転倒事故 

・軟弱地盤の把握 

・敷鉄板の設置 

・改良、入替等による支持力

の確保 

・荷重作用の直前、直後、中

間時における敷鉄板の沈下

等の確認を行う。 

／ 

担当□ 

主任□ 

総括□ 

他 □ 

(  ) 

 



 

 

工事事故ハザードマップ（作成例） 
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（２）建設関連業務委託事故防止行動計画 

 受注者は、発注者が契約図書に添付する「建設関連業務委託の安全管理に関する特記仕様書」により、当該業務における

現場作業で予想される事故をリストアップしたうえで、過去の事故事例等を参考として、当該業務の安全対策について定めた

「安全作業宣言」を作成し、業務計画書に添付することとしている。 

 

 

 

安全作業宣言（作成例） 

 

業務名： 令和〇年度□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□  

受注者： 〇〇〇〇測量設計㈱   

業務代理人： 〇〇 〇〇   

 

本業務における現場作業に当たっては、測量法などの関係法令並びに「安全作業マニュアル（静岡県測量設計業協会）」等を

遵守し、作業の安全対策を徹底するとともに、当該現場の状況や類似業務における事故事例、作業経験等を踏まえ、下表の

項目については特段の注意を払い作業を実施します。 

※「効果検証等」欄は、今後の受注業務の安全対策につながるよう、作業終了後に評価等を追記し、監督員に提出する。 

                            

 

------------------------------＜メモ＞----------------------------------- 

Step２ …作業終了時に「効果検証等」覧を追記して提出（表中は記載例 ） 

・業務終了時に、今回作業の検証結果を追記（右覧） 

・監督員の確認を得た上で提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 

予想される事故 左記の事故対策 対策における 

留意点 

効果検証等 

① 【墜落・転落】 

測量作業中の急傾斜斜面

での転落 

  浮石、浮根木などに十分注

意する。 

  墜落・転落が懸念される斜

面等においては、命綱や

梯子を設置する。 

  現場作業開始直前

に作業者を集め、

安全対策の再確認

を行う。 

作業に入る直前に安全

対策の再確認を行うこ

とで、気の緩みやうっか

り事故の抑制に効果が

あった。 

② 【地下埋設物】 

ボーリングによる地下埋設

管の損壊 

  施設管理者からの情報（図

面）を鵜呑みにせず、周辺

を手掘りで丁寧に試掘する

ことで埋設位置を明確にす

る。 

  埋設物管理者に立

会を求める。 

  深さ２ｍ程度まで確

認する。 

試掘箇所が多くなった

ため、状況に応じて超

音波探査等の検討が

望ましい。 

③ 【通行車両損壊】 

測量に伴う草刈り作業にお

いて、跳び石により通過車

両を損傷 

  ネットにより防護する。 

  誘導員が通過車両の存在

を笛で合図する。 

  車両通過時には草

刈り機の刃先を地

面から離し作業を

中断する。 

 

Ｈ＝900のネットを跳び

越す跳び石が発生し

た。幸い通過車両はな

かったが、以後H=1500

のネットを使用した。 

追記 



 

  - 70 -  
 

様式第１号

交通基盤部長　様

○○事務所長　

工　事　事　故　等　発　生　報　告　書

　　　　　（内容）　　　　　　　別紙のとおりとし、次の資料を添付する。

①事故報告書（インターネット国交省SASセンターアドレス  sas.hrr.mlit.go.jp/  の様式に事務所安全

  委員会の対応、警察署、監督署の動向等を入力、請負業者と事務所双方の入力頁あり）

②事故の概要と再発防止（事例周知・再発防止様式）

  断面図、写真等の事故の状況をワード様式に電子データーとして貼り付けたもの

③位置図、平面図（各々A4版）

④工事施工計画書の写し

 以下⑤～⑪は必要に応じて提出する。

⑤事故処理状況調書(時間的経過)

⑥契約書写し、主任技術者等通知書写し、工程表写し
⑦下請負人関係書類写し(注文請書、下請負人通知書、下請取引責任者通知書)

⑧参考資料(新聞記事等)

⑨労働基準監督署への「労働者死傷病報告書」写し

⑩労災保険加入の有無

⑪被災者の診断書写し

発　生　時　期 　　　　年　　月　　日　　PM　：　　頃

発　生　場　所 静岡県○○市○○地内（現場内）

営業所所在地 　　　　　静岡県○○市○○番地

関係工事名
　　　　年度〔第　　－　　　　－　　号〕（　）○○線

工事（　　工）

工　事　箇　所 静岡県○○市○○地内

代表者氏名

許　可　番　号

大臣

（　　　）　　第　　　　号

知事

商号又は名称

第　　    　　号　

年　　月　   日　

（3）工事事故対応マニュアル（抜粋） 

   ア 工事事故等発生報告書（様式） 
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速報体制フロー　＜別紙１＞

事務所建設工事

工事検査課

　　　＜部長、担当理事、担当局長等まで報告が必要な事故＞
　　　　１　公衆に死亡者又は負傷者（休業４日以上）を生じさせた事故
　　　　２　公衆に損害（社会的影響大）を生じさせた事故
　　　　３　工事関係者に死亡者又は負傷者(休業４日以上）を３人以上生じさせた事故

　所長、次長、部長、技監、工事担当課長、
　検査監等

　※委員会は再発防止を主眼に検討する
　　 原因究明は基本的に労基署、警察とする

建設業課

部長、担当理事、担当局長

本庁事業担当課

事　務　所 　　安全管理推進委員会

　建設工事現場での事故等発生時の速報体制

消　防　署 受　注　者 労働基準監督署

警　察　署

事故報告

事故報告

（人身事故発生の場合）

必要に応じ

情報交換

情報交換

事故内容の
調査・確認・調整

事故内容の
検討・調

整

事故報告（速報様式）

事故報告（速報様式） 事故報告（速報様式）

事故報告（速報様式）

イ 速報体制フロー図 

工事事故の措置対応は、事故速報に基づき、工事担当事務所、本庁事業担当課、工事検査課が事前に 

事故内容を検討・調整したうえで、事務所建設工事安全管理推進委員会に諮るものとする。 

〇事務所は本庁事業担当課へ速報の伝達と文書報告を行う。 

〇本庁事業担当課は、工事検査課と建設業課へ速報の伝達と文書報告を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事故速報は、次ページ以降に示す様式（人身、物損別）に、初報で確認できた内容を記載し速やかに「本庁 

事業担当課」へ送付。（注：すべての項目に記載できなくても、わかる範囲ですみやかに第１報を！） 

※様式は、「工事検査課ＤＢ」→「カテゴリー：03工事事故・安全対策」→「工事事故」→「☆工事事故対応マニュアル」

エクセルデータから引用してください。 
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 ウ 事故速報（人身事故）記載例 
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【別紙】

《事故の原因と事故発生時における安全対策の実施状況》

《現場代理人等の現場常駐状況》　不在の場合は理由を記載

《事故発生後の事務所及び受注者の対応状況》

11:30 事務所から本庁●●●●●課に第３報を送付

10:30 事務所にて安全管理推進委員会開催　判定：Ｂ－３

□月□日 業者から事故報告書の提出

☆月☆日 9:30 事務所にて再発防止策について協議
(所長、次長(技)、技監兼支所長、検査監、支所班長）

◇月◇日 8:40 ◇◇技監から■■所長、▲▲次長、●●検査監に事故の概要を説明

14:50 被災者の診断書の写しを受理

13:00 (株)□□建設工業社長と現場代理人の工事氏が支所へ来所
工事事故報告書の作成について説明

17:45 事務所から本庁●●●●●課に第２報報告

9:30 被災者が精密検査のため★★病院を受診

10:55 事務所から本庁●●●●●課に第１報報告

21:15 〇〇技監から●●検査監へ支所から電話で事故報告し、明朝第１報を送ることとした。

△月△日 8:40 支所から事務所へ第１報を送付

20:30 (国)〇〇〇号の通行止めを解除し、交通開放

20:45 ◇◇技監から●●次長へ現場から帰所する車中にて電話で事故報告

18:30 被災者が〇〇病院を受診、専門医が不在のため応急処置を受け帰宅

20:15 現場作業が完了

〇月〇日 12:00 事故発生
全作業を一旦中断し、別の作業員が肩を貸して被災者を〇〇病院に搬送
現地で法面上部を目視していた◇◇技監、△△班長と現場代理人で、被災者の状況か
ら重症ではないと判断した

17:30 被災箇所の応急対策で現場の完了が近づいていたため、工事再開を指示した

・事故の原因
〇月△日の降雨による道路への土砂流出に対する応急工事で、交通開放に向けて作業を急いでいた。
　休日で十分な作業員が確保できなかったことや大型重機の手配が遅れたこと、仮設防護柵の基礎設
置箇所に温泉管が埋設されていたこと、また、降雨も断続的に続いていて、作業が思うように進まず、焦り
が生じていた。
　このため、作業の進捗を早めようと、舗装の路盤工、仮設防護柵の基礎周りの埋め戻し、仮設防護柵の
横矢板の溶接作業の３つの作業を同時に行っていた。
　さらに、現場代理人が監督業務を行いながら、基礎周りの埋め戻しの補助作業も行っていた。
　溶接用の鋼矢板を10枚重ねて３列に置き、被災者がその間に入って玉掛け作業をしていたところ、積ま
れていた鋼矢板に仮設防護柵の基礎周りの埋め戻し作業をしていたバックホウの排土板が誤って接触し
て、鋼矢板が荷崩れを起こし被災者の足元に崩れ落ちた。

　常駐していたが、事故発生時は、仮設防護柵の裏側に回って、基礎周りの埋め戻し作業の監督業務と
補助作業を行っており、玉掛け作業はＨ鋼の陰になって確認できていなかった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

  - 74 -  
 

（速報様式）

事故速報（物損事故）　

受信

●●電力　電柱

●●電力

電柱の破損

〇月〇日　復旧完了

《工事の実施状況》

《事故の概要》

《損害施設の被害状況（不特定多数が利用している施設等を損傷した場合の被害状況も含む）》

《経緯》

別紙のとおり

処
置

《関係機関の対応状況》

《その他》 関係者が下請人等の場合、その商号又は名称

Ｂ－２ 事務所長文書注意

備
　
考

東京電力
報告 河川側架空支線を重機で引っ掛けたため電柱上部が破損

見解 電柱は折れたが送電線に影響なし。折れた部分を撤去し、支線と電柱を施工

事務所安全管理推進委員会の判定：

警察署
報告 物損事故を報告（□月□日16時30分）

見解 現場検証の結果、事件性はなしとの見解

損
害
等
の
状
況

施 設 名 等

所 有 者 等

損害の状況

復旧の見込

事
　
故
　
の
　
概
　
要
　
等

掘削残土集積作業中

残土集積作業中に、架空支線を重機アームで引っ掛け、電柱を破損した。

電柱が傾き、電線が垂れ下がった（周辺民家約100戸が停電）

受 注 者 名 株式会社□□建設工業

現 場 代 理 人 ○山　一郎 主任（監理）技術者 □川　次郎

工 事 名

No. 31-K2755-01-11-02

工 期
令和2年9月10日　から

請負 金額 49,035,800
円

令和3年1月29日　まで

事故発生日時 令和2年11月5日 (木) 16時08分 天候（温度・風速）

事故発生場所 〇〇郡△△町□□地先

令和　年　月　日 17時00分

発 信 者 〇〇土木事務所　工事第１課

報告年月日時間

令和　年　月　日

13:00

発出区分 所有者等の区分

第３報 民有物

（第３報）

情報の通報者名 株式会社□□建設工業　工事　建太

受注者名、第三者名等

←整理番号 半角英数ハイフン入りで入力

←プルダウンで選択

最終報の場合、必ず入力

↓プルダウンで選択↓

日付入力は西暦/月/日 時刻入力は17:00

決裁欄のスペース

天候は必ず入力

温度・風速は任意

第１報から最終報まで

物損事故 記載例

エ 事故速報（物損事故）記載例 
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【別紙】

《事故の原因と事故発生時における安全対策の実施状況》

《現場代理人等の現場常駐状況》　不在の場合は理由を記載

《事故発生後の事務所及び受注者の対応状況》

12:00 受注者から工事第１課へ工事事故報告書（第３報）提出

△月△日 3:30 受注者から工事第１課へ工事事故報告書（第２報）提出

8:30 受注者から工事第１課へ工事事故説明

受注者から工事１課へ応急対策完了の報告

23:05 受注者から警察へ●●電力応急対策作業完了の報告

19:00 受注者から警察へ●●電力が応急対策作業を開始した旨の連絡

23:00 〇電工応急対策作業完了

17:20 受注者から工事第１課へ工事事故報告書（第１報）提出

18:40 ○電工到着、応急対策作業開始

16:18 受注者か●●電力へ報告

16:50 ●●電力が現場に到着、対策を検討

・事故の原因
　ダンプの誘導をしていた合図者が来る前に作業を開始し、現場代理人が代理として上流部で合図をして
いたが、合図者の意に反して重機操縦者が旋回中にブームを上げてしまい、架空支線を重機アーム上部
で引っ掛けてしまった。

・安全対策の実施状況
　架空支線に赤旗の目印及び合図者の配置を行っていた。

　現場代理人は、現場に在中していた。

〇月〇日 16:12 受注者から工事第１課へ報告
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通常事故フロー　＜別紙２＞

　　・公衆に負傷者を生じさせた場合
　　・公衆に損害を与えた場合
 　 ・工事関係者に負傷者(休業４日以上）を生じさせた場合

事務所建設工事

　　安全管理推進委員会

　

　

国交省  ・他事業課

 ・他事務所

　所長、次長、部長、技監、工事担当課長、
　検査監等

　　　（建災防）

受　注　者 労働基準監督署消　防　署

警　察　署 事　務　所

※委員会は再発防止を主眼に検討する
　　 原因究明は基本的に労基署、警察とする

中部地方整備局

受　注　者

建 設 業 課本庁事業担当課工事検査課

事　務　所

 ・建設業協会

指示・指

指示・指導

必要に応じ

事例周知・
再発防止通知

事故報告・

再発防止策

インターネット

事故登録

（請負業者用）

インターネット

事故登録

（工事事務所用）

事故報告（最終報）

事故報告書

事故報告 事故報

事故報
事故報告

（必要に応じて）

事故報告

情報交換

情報交換

インターネット

事故登録

（確認報告）

事故報告内容

の審査検討

事故報告内容

の調整

必要に応じて

事故報告内

容の調整

  オ 通常事故フロー図 
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重大事故フロー　＜別紙３＞

　　・公衆に死亡者又は負傷者(休業４日以上）を生じさせた場合

　　・公衆に損害（社会的影響大）を与えた場合

　　・工事関係者に死亡者又は負傷者(休業４日以上）を３人以上生じさせた場合

事務所建設工事

  

事故報告  （安全管理の措置について報告）

必要に応じ

意見 　交通基盤部建設工事等

　　　　安全管理推進委員会 (連絡調整)

 ・他事業課
国交省  ・他事務所

　　・同一工事で複数回の事故があった場合で、以前に作成した再発防止対策が
　　遵守されず、安全管理の措置が不適切であると事務所建設工事安全管理推進
　　委員会が判断したもので、工事検査課が認める事故

＜特別委員会メンバー＞

　学識経験者、局長等
　　（事務局：事業課）

消　防　署

警　察　署

事 故 調 査
特別委員会

死者多数等社会的影響重

大な場合、必要に応じ開催

工事検査課

入札参加停

止等措置要
綱に該当す

る場合

労働基準監督署

　所長、次長、部長、技監、工事担当課長、
　検査監等

事　務　所 安全管理推進委員会

受　注　者

　※委員会は再発防止を主眼に検討する
　　 原因究明は基本的に労基署、警察とする

中部地方整備局

事　務　所

工事検査課 事業担当課

受　注　者

建 設 業 課

 ・建設業協会
　　　（建災防）

（事務局：建設業課）

建 設 業 課

※報道等への対応を含む

部長、部長代理、理事、参事、各局長

交通基盤部建設工事等

入札参加資格委員会

　※ 委員会は再発防止及び請負業者の指導等
　について検討する（事務局：工事検査課）

事業担当課

事例周知・
再発防止通

指示・指導

措置

インターネット事故登録

（工事事務所用）

インターネット

事故登録

（請負業者用）

事故報告 事故報告

事故報告

事故報告 情報交換

情報交換

インターネット

事故登録

（確認報告）

委員会結果通知

指示・指導

(連絡調整)
事故報告内容

の調整

事故報告の審査

委員会の開催判断・運営

事故報告（最終報）

事故報告書

事故報告・

再発防止策

指導・調整

事故報告内容の

審査検討

事故報告

（必要に応じて）

   カ 重大事故フロー図 
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天災その他不可効力による損害負担請求書 

 
１ 工 事 名 

 
２ 工事箇所          市        町 

                 郡        村 
 

３ 工 期     着手     年  月  日 
            完成     年  月  日 
 
 
 

年  月  日                   により上記の工事に関し 
て別紙のとおり損害を生じたので、静岡県建設工事請負契約約款第 29 条第 3 項の規定に基づき

損害額の負担を請求します。 
 
 

年  月  日 
 
 
 

発注者職氏名            様 
 
 
 
 

 住    所 
 受注者 商号又は名称 

 氏    名                      

 

３－５ 天災その他不可抗力により工事出来形部分等に損害を生じた場合等における事務の取り扱いについて  

別紙様式−1 
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（別紙） 
損 害 明 細 書 

 
工種、工事仮設物、材料、 
建設機械器具の名称 数  量 単  位 金   額 備   考 

     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

計    
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第 ４ 章  検 査 関 係  
 

4－1 検 査 の種 類  

工事検査には、「地方自治法」第234条の2第1項に基づく地方自治法上の検査（給付の完了の確認）と、「静岡県

建設工事執行規則」（以下「執行規則」という）に基づき、工事（工事材料）の厳正かつ的確な検査を執行するた

めに必要な事項を定めた「静岡県建設工事検査要領」（令和４年３月８日改正）（以下「検査要領」という）によ

る工事の適正かつ能率的な施工の確保及び工事に関する技術水準の向上に資することを目的とする技術検査があ

る。 

（ 1）完成検査   （ 2）一部完成検査   （ 3）出来形検査   （ 4）中間検査  

4－2 検 査 の体 制  

検査を行う職員は、執行規則第38条に定める検査技監、若しくは検査監又は知事若しくはかい長が命ずる職

員が行うものとし、その体制は次のとおりとする。 

 

（１）静岡県建設工事検査要領の本庁検査・主管事務所検査の対象 

    ア 本庁 

工事の種類 検査対象 

土木工事 1 億円以上及び低入札価格調査対象工事 

※低入札価格調査対象工事以外のICT施工による河床掘削工並

びに舗装維持修繕工は除く 

農林土木工事 4,000 万円以上及び低入札価格調査対象工事 

※低入札価格調査対象工事以外の主たる工種がICT施工による

土工並びに舗装維持修繕工は除く 

建築・設備工事 6,000 万円以上（設備工事にあっては、3,000 万円以上）及び低

入札価格調査対象工事 

 

イ 主管事務所検査 

（ア）土木工事 

検査事務所 所管する事務所 検査対象 

富士土木事務所 田子の浦港管理事務所 

500 万円以上 1 億円未満の工事 

低入札価格調査対象工事以外

のICT施工による河床掘削工並

びに舗装維持修繕工 

静岡土木事務所 清水港管理局 

島田土木事務所 焼津漁港管理事務所 

袋井土木事務所 御前崎港管理事務所 

 

（イ）農林土木工事 

検査事務所 所管する事務所 検査対象 

東部農林事務所 賀茂農林事務所 

富士農林事務所 

4,000 万円未満の工事 

低入札価格調査対象工事以外

の主たる工種がICT施工による

土工並びに舗装維持修繕工 

中部農林事務所 志太榛原農林事務所 
中遠農林事務所 西部農林事務所 

注意事項：金額は、当初契約金額 
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4－3 検査技術基準 

「検査技術基準」において、検査の方法、検査の内容及び対象について定められている。 

具体的な工種毎の技術的基準は「検査技術基準」において定められている別表第１「工事実施状況の検

査」、別表第２「出来形の検査」、別表第３「品質の検査」による。 

「出来ばえの検査」は目視又は観察により行う。 

4－4 工事修補取扱基準 

「修補取扱基準」において、検査結果の通知、修補の措置、修補工事等の区分、修補完了手続きについて定め

られている。 

4－5 工 事 成 績 の評 定  

「静岡県建設工事成績評定要領」において工事成績の評定、成績不良工事の報告、過小評定点の報告について定め 

られている。 

4－6 検査に係る書類 

本庁検査の検査に係る書類は次のとおりとする。 
また、本庁検査の月間実施予定は、原則として前月 20日までに、別紙の「工事検査課検査予定箇所調書 

(様式)」により各担当検査員に報告するとともに、「本庁 土木・農林検査予定ＤＢ」に入力する。 

なお、事務所検査の場合は、事務所検査監と調整するものとする。 
（１）中間検査 

ア 検査時に準備するもの 

（ア）発注者が準備し提出するもの 

     a 工事検査申請書、工事検査記録 

      ・検査内容欄 

       検査対象物、数量、検査事項を明確に記載すること。 

       例 アスファルト舗装工 A=1,000 ㎡、幅、厚さ、現場密度 

           側溝工（300×300） L=120ｍ、基準高、延長 

 

 b チェックリスト（検査時点までのもののコピー） 

      ・「施工プロセス」のチェックリスト 

      ・品質証明員確認書類（低入札等該当工事） 

   （イ）検査時に提示するもの 

   a 品質証明実施基準(案)の様式 27-1、様式 27-3、検査確認（指示書）記録 

     b 補助技術者の実施記録（様式等は品質証明員に準じて作成） 

     c 品質証明員が確認した出来形及び品質管理表や写真など 

     d 総合評価方式（標準型・簡易型Ⅰ）の技術提案履行確認書 

 

イ 現場の準備 

   （ア）検査当日には、検査対象の出来形、品質管理表を検査員用に 1部を用意する。 

      （雨天時には、防水対策などに配慮する。） 

（イ）検査孔等の確認による検査（注水検査、現場密度試験、ｺﾝｸﾘｰﾄﾃｽﾄﾊﾝﾏｰ強度試験現 

場透水量試験など）が必要な場合は、事前に位置及び個数を受注者に指示し、準備を 

しておくこと。 

     （ウ）測点、マーキングは必ず現場に表示し、検査当日に出来形管理を実施した箇所で、 

計測が行えるようにしておくこと。 

   （エ）検査箇所、内容に応じて、足場、梯子、安全帯、救命衣や高所作業車など検査時の 

安全に配慮した準備を行うこと。 

   （オ）検査用黒板には、検査区分（中間・完成）、検査日、検査員名を記入しておくこと。 

   （カ）受注者には黒板等の雨対策を指示し、明瞭な検査写真が撮影出来るようにすること。 

   （キ）受験時の人員は、工事規模、検査項目などにより適切な人員を確保し、円滑な検査 

が出来るようにしておくこと。 

   （ク）熱中症の恐れがある場合には、その対応をすること。 
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（２）完成検査 

ア 検査時に準備するもの 

（ア）発注者が準備し提出するもの 

      a 工事検査申請書、工事検査記録 

      ・検査内容欄 

       検査対象物、数量、検査事項を明確に記載すること。 

      例 アスファルト舗装工 A=1,000 ㎡、幅、厚さ、現場密度 

        側溝工（300×300） L=120ｍ、基準高、延長 

      ・原則、検査日は完成届出書受理日より 7日以内とすること。 

     （静岡県建設工事執行規則第 39条（検査及び引渡し）に「14日以内に検査し、かつ、 

検査結果を通知しなければならない」とされているため。） 

     b 完成届出書の写し、完成写真（着手前、完成） 

     ・完成届出書に受付印及び所長決裁印の押印後のコピー 

（静岡県建設工事執行規則 39 条 様式第 16号） 

     ・着手前・竣工写真（工事の概要が判る写真） 

 c 成績評定に関する資料（当初工事契約金額 500 万円以上） 

(a)工事成績採点表（システムの「完成検査登録」により作成） 

   ・担当、主任、総括監督員が押印したもののコピー 

(b)工事成績採点の考査項目別運用表（静岡県建設工事成績評定要領 R4.4.1） 

       ・（担当監督員）考査項目別チェック表(1) 

    (c)工事成績採点の考査項目別運用表（静岡県建設工事成績評定要領 R4.4.1） 

       ・（総括監督員）考査項目別チェック表(2) 

    d 総合評価方式（標準型・簡易型Ⅰ）における技術提案履行確認 

     ・総合評価方式（標準型・簡易型Ⅰ）の技術提案履行確認書 

・不履行の場合は、減額または減点の計算資料 

    e チェックリスト等 

     ・「施工プロセス」のチェックリスト 

     ・「契約関係書類」、「完成図書」チェックリスト 

    f 品質証明員確認書類（低入札等該当工事） 

     ・品質証明実施基準(案)の様式 27-1、様式 27-3、検査確認（指示書）記録 

・品質証明員が確認した出来形及び品質管理表や実施記録 

・補助技術者の実施記録 

    

イ 現場の準備 

    ・中間検査時と同様に対応をすること。 
 
 

【別紙】「工事検査課検査予定箇所調書(様式)」 
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4－7 完成（一部完成）検査の手続 
 

工事の完成 
 
 

社内検査 
 

完成届提出 
 

出来形確認 
 
 

完成届受理 
 
 

監督員評定  検査申請 
 
 

検査員評定  完成検査 
 
 
                                                   
 

評  定  適 否 の 
判   定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

完成検査 
結果通知書 

 
 

工事目的物 
引渡完了   

受注者は、建設工事が完成したときは執行規則に定める様式
第16号による完成届出書に関係資料を添えて、担当監督員の
指示に従って提出するのとする。 

担当監督員は、完成届を収受した時は、速やかに資料の審査
及び出来形の調査を行い、完成と認めた時は、契約担当者に
完成期限内に提出するものとする。 

契約担当者は完成届受理の日から14日以内に検査結果の通知
を含めて検査を完了する。但し年度末については3月31日ま
でに検査を完了しなければならない。検査申請及び評定は執
行管理システムにより行うものとする。 

契約担当者、監督員、受注者等の立会 

検査の結果出来形不足、品質不良等があり検査に合格し
なかった場合には、契約担当者は、監督員及び検査員と
協議し修補方法を定めるものとし、検査員はその結果を
検査要領に定める様式―13検査結果通知書により契約担当
者に交付する。契約担当者は、様式一14修補命令書により、
監督員には写しを、受注者には、修補命令書を交付するもの
とする。 

修補工事施工 
受注者は修補工事が完了したときは、
執行規則に定める修補完了届出書様式
第15号を担当監督員に提出するものと
する。担当監督員は修補完了届を受理
したときは、修補事項を確認し、修補
検査を担当する検査員に修補完了届書
を提出するものとする。 

修 補 完 了 
検 査 申 請 

修補工事の区分 
1.修補工事に要する費用が直接工事費
で100万円以上をA修補と言う。 

2. 修補工事に要する費用が直接工事費
で30万円以上100万円未満をB修補と
いう。 

3．修補工事に要する費用が直接工事費
で30万円未満をC修補という。 

修補工事区分 

修補完了検査の手続 
1. 修補完了検査を行った検査員は、
本庁にあっては工事検査課長に、事
務所にあっては契約担当者に別に定
める修補完了検査結果復命書様式一
16を提出するものとする。 

修補完了検査 

修 補 完 了
検 査 結 果 
復 命  

完成検査 
結果復命書 

NO 

YES 
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第５章 提出書類一覧表 

（契約関係書類、工事書類、完成図書） 

区

分 
書類名称 書類作成の根拠 

書類位置付け 様式 

区分 
備考 

提出 提示 

契
約
関
係
書
類(

着
手
前) 

契約書 工事執行規則 ○  県  

工程表 工事執行規則 ○  県  

主任技術者等通知書 工事執行規則 ○  県  

建退共掛金収納書 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

品質証明員通知書 土木工事共通仕様書 ○  標準化 対象工事 

補助技術者通知書 土木工事共通仕様書 ○  県 対象工事 

請負代金内訳書 工事執行規則 ○  任意  

法定外労災保険証書 土木工事共通仕様書  ○ 任意  

工事実績データ 

（コリンズ） 
土木工事共通仕様書  ○ 標準化  

電子納品事前協議 

チェックシート 

静岡県情報共有・電子納品運

用ガイドライン 
○  県  

ＶＥ提案書 土木工事共通仕様書 ○  標準化 対象工事 

工
事
書
類(

着
手
前) 

事前測量 土木工事共通仕様書 ○  任意  

設計図書の照査 土木工事共通仕様書 ○  任意  

施工計画書 土木工事共通仕様書 ○  県  

再生資源利用計画書 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

再生資源利用促進計画書 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

総合評価技術提案一覧表 土木工事共通仕様書 ○  県 対象工事 

（計画）品質証明書 土木工事共通仕様書 ○  標準化 対象工事 

予想される事故対策 

リスト 
特記仕様書 ○  県  

工事事故ハザードマップ 特記仕様書 ○  任意  

施工体制台帳 

静岡県発注建設工事に係る

建設生産システム合理化指

導要領の取扱いについて 

○  標準化  

再下請負通知書 ○  標準化  

施工体系図 ○  標準化  

作業員名簿 ○  標準化  

施工体制台帳確認一覧表 土木工事共通仕様書 ○  県  

現場閉所計画表 週休２日推進工事実施要領 ○  任意 対象工事 

使用材料品質証明書 土木工事共通仕様書 ○  県  
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区

分 
書類名称 書類作成の根拠 

書類位置付け 
様式 

区分 
備考 

提出 提示 

工
事
書
類(

施
工
中) 

指示・承諾・協議・提出 

・報告書 
建設工事監督要領 ○  標準化  

段階確認・立会願 建設工事監督要領 ○  標準化  

休日・夜間作業届 建設工事監督要領 ○  標準化  

官公庁等協議資料 土木工事共通仕様書  ○ 任意  

変更施工計画書 土木工事共通仕様書 ○  県 簡素化 

工期延長請求書 工事執行規則 ○  県  

変更工程表 工事執行規則 ○  県  

工事工程月報 工事執行規則 ○  標準化  

事故速報 
工事事故対応マニュアル 

○  標準化 事故発生時 

工事事故等発生報告書 ○  県 通常事故以上 

出来形確認請求書 工事執行規則 ○  県  

認定請求書 
中間前払金制度にかかる認

定方法等について 

○  県  

認定請求明細書 ○  県  

修補完了届出書 工事執行規則 ○  県  

支給材料受領書 建設工事監督要領 ○  標準化  

支給材料受払簿 建設工事監督要領 ○  県  

支給材料精算書 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

貸

与 

貸与品借用書 土木工事共通仕様書 ○  県  

貸与品返納書 土木工事共通仕様書 ○  県  

現場発生品届 建設工事監督要領 ○  標準化  
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区

分 
書類名称 書類作成の根拠 

書類位置付け 様式 

区分 
備考 

提出 提示 

完
成
図
書 

完成届出書 工事執行規則 ○  県  

契約関係書類チェック 

リスト 
 ○  県  

完成図書チェックリスト  ○  県  

着前・完成写真  ○  任意 紙に印刷し提出 

表紙・目次  ○  任意 
提出方法（紙・電子）

を表記 

数量総括表  ○  任意  

出来形管理表 土木工事施工管理基準 ○  標準化  

出来形管理図表 土木工事施工管理基準 ○  標準化 測定点５点以上 

段階確認・立会願 建設工事監督要領 ○  標準化 監督員確認のもの 

安全訓練等の実施報告書 土木工事共通仕様書 ○  県 資料は提出不要 

材料検査簿 工事執行規則 ○  県  

再生資源利用計画実施書 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

再生資源利用促進計画 

実施書 
土木工事共通仕様書 ○  標準化  

搬入・搬出調書 土木工事共通仕様書 ○  県 
上記再生資源実施

書記載の建設副産

物は提出不要 

マニフェスト 土木工事共通仕様書  ○ 標準化  

残土処分地位置図・ 

平面図・運搬経路・写真 
土木工事共通仕様書 ○  任意  

建退共証紙受払簿 土木工事共通仕様書 ○  任意 添付資料不要 

掛金充当実績総括表 土木工事共通仕様書 ○  標準化  

工事記録簿 工事執行規則  ○ 県  

総合評価技術提案一覧表 土木工事共通仕様書 ○  県 対象工事 

総合評価履行確認シート 土木工事共通仕様書 ○  県 対象工事 

品質証明書 土木工事共通仕様書 ○  標準化 対象工事 

品質証明書チェック 

リスト 
 ○  県 対象工事 

品質管理表 土木工事施工管理基準 ○  標準化  

品質管理図表 土木工事施工管理基準 ○  標準化  
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区

分 
書類名称 書類作成の根拠 

書類位置付け 
様式 

区分 
備考 

提出 提示 

完
成
図
書 

使用材料品質証明書 土木工事共通仕様書 ○  県  

材料納入伝票   ○ 任意  

創意工夫・社会性等に関す

る実施状況 

（説明資料） 

土木工事共通仕様書 ○  標準化  

工事写真 写真管理基準 ○  標準化  

様式区分  県 ：県様式を使用するもの 

     標準化：国土交通省様式と同じもの 

         国土交通省様式を使用することが可能なもの 

     任 意：規則、要領等で様式が定められていないもの 

         参考様式として示されているもの 
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